
3.個別事業評価シート

方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

1

市職場における
管理監督職への
女性の積極的登
用

人事課
市職場における管
理監督職への女性
の積極的登用

課長補佐級以上
（6級以上）の職
に占める女性の
割合

22.0% 23.8%

2

市職場における
女性職員のキャ
リア形成のため
の研修

人事課 研修の実施 - -

32人
・「新任課長職セミナー」において次世代育成支援及び女性職員
の活躍の推進について説明を行った。28人が修了した。
・一般社団法人日本経営協会が主催する「令和７年度（第３８回）
地方自治体女性職員交流研究会」へ4人を派遣した。

3

女性消防吏員の
採用拡大に向け
た積極的な広報
等の取組

消防局
総務課

職員採用説明会に
て女性消防吏員の
活躍をアピール

採用試験受験者
数における女性
受験者数の割合

8.0%

令和７年度採用試験において、受験者１７７人のうち、女性は９
人で全体の5.1％であった。
取り組みとして、採用説明会（8月及び3月）を実施し、ホーム
ページにて女性の活躍やライフステージに応じた働き方などに
ついて紹介している。

3

女性消防吏員の
採用拡大に向け
た積極的な広報
等の取組

消防局
総務課

職員募集ポスター
やチラシを作成す
る際、積極的に女
性消防吏員を起用
し、女性活躍をＰＲ

採用試験受験者
数における女性
受験者数の割合

8.0%

令和７年度採用試験において、受験者１７７人のうち、女性は９
人で全体の5.1％であった。
取り組みとして、ホームページに消防局における女性活躍推進
について掲載している。

4

市が設置する審
議会等への積極
的な女性委員の
参画の促進

市民
協働課

情報誌等での啓発
審議会等におけ
る女性委員の登
用率

40.0%

30.0％
情報誌「ｆえふ」に記事を掲載し、男女間の格差解消のために公
募委員の女性参加を呼びかけた。
回数：1回

4

市が設置する審
議会等への積極
的な女性委員の
参画の促進

総務法制
課

女性委員の積極的
な登用の推進

- -

船橋市附属機関等の設置及び運営に関する指針の規定内容（委
員に占める女性の比率は30％以上に高めるように努める）につ
いて、各課へ周知した。

【女性比率実績】30.0％（令和7年4月1日時点）

5

農業委員会委員
への積極的な女
性委員の参画の
促進

農業委員
会事務局

農業委員会広報誌
（農委だより）での
周知

発行回数 2回

令和7年8月1日発行の農業委員会広報誌の「女性農業委員の
活躍」記事に、農水産課が市内対象地域にて開催する「地域計画
の協議の場」に出席した女性農業委員の内容報告の記事を掲載
し、「農業委員の女性登用促進に向けた、女性ならではの様々な
視点からできること」について周知を行った。

5

農業委員会委員
への積極的な女
性委員の参画の
促進

農業委員
会事務局

関連団体への協力
依頼

- -
現農業委員に対し、農業モニター制度の説明を行ったところ、女
性農業者の推薦があり、今後の女性農業委員の候補者の選出に
つながる気運となった。

5

農業委員会委員
への積極的な女
性委員の参画の
促進

農業委員
会事務局

農業委員会委員と
の情報連携

- -

農水産課が市内対象地域にて開催する「地域計画の協議の場」
に、女性農業委員が出席し、様々な視点からできることを模索し
た。また、農業委員の後継者となり得る女性農業従事者等につ
いて、日頃から情報連携できる体制を整えるとともに、人材の
掘り起こしを積極的に行った。

6

企業における女
性の活躍推進の
ための講座等の
開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%

63.4％（全体の割合）
・女性向け再就職支援セミナー　(商工振興課 共催）
定員30人　参加者26人　（86.7％）
・「働く女性のためのワークルールセミナー」
定員40人　参加者16人（40.0％）

6

企業における女
性の活躍推進の
ための講座等の
開催

商工
振興課

セミナー開催 開催回数 1回
開催実績なし
（商工振興課としてはダイバーシティ推進セミナーに位置づけら
れており、令和７年度は外国人財活用セミナーを開催したため）

7

企業における女
性活躍推進法、
行動計画策定の
周知

商工
振興課

ホームページへの
事業掲載

- -
女性活躍推進法特集ページ（厚生労働省）のリンクの他、適宜掲
載している。

市におけ
る女性の
参画拡大

女性の登用拡大
と女性職員の
キャリア形成を
支援する研修を

実施する

市が設置する審
議会等への女性
の参画を積極的

に推進する

企業にお
ける女性
の参画拡

大

女性の積極的な
登用に向けて啓
発活動を行う

課題Ⅰ 男女が共に活躍できる環境づくり
政策・方針決定過程への女性の参画の拡大方針1

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1,2,
3

Ａ
女性職員の管理監督職への積極的登用
を行い、目標を達成することができたた
め。

引き続き、女性職員の管理監督職への積
極的登用と併せて、昇進意欲があがる意
識啓発やキャリア形成の支援等の複合的
なアプローチを検討していきたい。

継続 23.8%

1,2,
4

Ｂ+
管理職および一般職員それぞれにキャリ
ア形成に繋がる研修を実施することがで
きたため。

引き続き、キャリアについて学ぶ機会とし
て、階層別の研修のほか、希望型の研修
についても検討していく。

継続
・「仕事と家庭の両立支援セミナー（イクボス研修）」を実施し、
75人が修了した。
・「キャリア形成研修」を実施し、12人が修了した。

1,2 Ｂ
昨年度に比べ、女性の受験者数に変化は
なかったが、全体的には受験者数を増や
すことができたため。

女性の活躍推進について、今後も継続し
て活動を実施する。
また、外部にて開催される採用説明会へ
積極的に参加をする。

継続

令和６年度採用試験において、受験者１２９人のうち、女性は１０人で
全体の７．７％であった。
取り組みとして、採用説明会及びホームページにて女性の活躍やライ
フステージに応じた働き方などについて紹介した他、ふなばし
CITYNEWSにて女性消防吏員の活躍について紹介し、放送した動画
をホームページの採用ページにアップし、広報した。

1,2 Ｂ
昨年度に比べ、女性の受験者数に変化は
なかったが、全体的には受験者数を増や
すことができたため。

採用ポスター等、女性の起用を積極的に
行う。

継続

令和６年度採用試験において、受験者１２９人のうち、女性は１０
人で全体の７．７％であった。
取り組みとして、ホームページに消防局における女性活躍推進
についての掲載を実施した。

1,2,
3

Ｂ+
目標には達しなかったものの、情報誌「ｆ
えふ」を配布したことにより一定の周知
ができたため。

今後も情報誌等を通じて広く市民の方々
に啓発活動を行い、審議会等における女
性委員の登用率増加につなげていきた
い。

継続

30.8％
情報誌「ｆえふ」に記事を掲載し、男女間の格差解消のために公
募委員の女性参加を呼びかけた。
回数：1回

3 Ｂ+

附属機関等の委員の選任においては、女
性委員比率の向上について各所属への
啓発を行ったことで、一定の効果があっ
たと考えられる。

今後も各所属への周知を行う。 継続

船橋市附属機関等の設置及び運営に関する指針の規定内容（委
員に占める女性の比率は30％以上に高めるように努める）につ
いて、各課へ周知した。

【女性比率実績】30.8％（令和6年4月1日時点）

2,3,
4

Ａ
農業委員への積極的な女性委員の参画
の促進に資することができたため。

引き続き、農業委員会広報誌での周知を行う
ことにより、国の「第6次男女共同参画基本計
画」に掲げている農業委員会委員に占める女
性の割合３０％、また本市の「第４次船橋市男
女共同参画計画」に掲げている市の審議会等
の女性委員の割合４０％の目標達成を目指し
たい。

【参考　本市農業委員会委員(１４人)に占める
女性の割合３０％→５人、４０％→６人】

継続

令和6年8月1日発行の農業委員会広報誌に「女性の農業委員会
活動推進シンポジウム」に出席した女性農業委員の内容報告及
び令和7年1月1日発行の広報誌に「農業委員の女性登用促進に
向けた、女性ならではの視点を生かした活動」について周知を
行った。

2,3,
4

Ａ
農業関係者が集まる機会に、女性登用の
必要性等を伝えることが出来、意識の共
有を図ることが出来たため。

引き続き、関連団体への協力依頼を行うこと
により、国の「第５次男女共同参画基本計画」
に掲げている農業委員会委員に占める女性
の割合３０％、また本市の「第４次船橋市男女
共同参画計画」に掲げている市の審議会等の
女性委員の割合４０％の目標達成を目指した
い。

【参考　本市農業委員会委員(１４人)に占める
女性の割合３０％→５人、４０％→６人】

継続
現農業委員に対し、農業モニター制度の説明を行ったところ、女
性農業者の推薦があり、今後の女性農業委員の候補者の選出に
つながる気運となった。

2,3,
4

Ａ
農業関係者が集まる機会に、女性登用の
必要性等を伝えることが出来、意識の共
有を図ることが出来たため。

引き続き、農業委員会委員との情報連携を行
うことにより、国の「第6次男女共同参画基本
計画」に掲げている農業委員会委員に占める
女性の割合３０％、また本市の「第４次船橋市
男女共同参画計画」に掲げている市の審議会
等の女性委員の割合４０％の目標達成を目指
したい。

【参考　本市農業委員会委員(１４人)に占める
女性の割合３０％→５人、４０％→６人】

継続
現農業委員の後継者となり得る女性農業従事者等について、日
頃から情報連携できる体制を整えるとともに、人材の掘り起こ
しを積極的に行った。

1,2,
3,4

Ｂ
目標に達しなかったが、ワークルールセミ
ナーでは男性の参加もあり、幅広く実践
的な学びを提供できたため。

今後も講座を通じて、企業における女性
の活躍推進に資する情報の周知啓発を進
める。

継続

112.5％（全体の割合）
・女性向け再就職支援セミナー　(商工振興課 共催）
定員30人　参加者30人　（100.0％）
・「パワポで実践『好き』を伝えるプレゼン講座」（全4回）
定員8人　参加者10人（125.0％）

1,2,
3,4

Ｃ 開催実績がないため。 開催に関して関係各所と協議を行う。 継続

株式会社オリエントコーポレーション事業者向けセミナー「働き
やすい企業が選ばれる！人材採用お役立ちセミナー」
【内訳】
12人参加（7/12実施　定員30人）

1,2,
3,4

Ｂ
掲載により周知は継続して行っている
が、効果検証ができないため。

引き続き法令や行動計画、事業について
周知を行う。

継続
女性活躍推進法特集ページ（厚生労働省）のリンクの他、適宜掲
載している。
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

8

町会・自治会の
意思決定過程へ
の女性参画の促
進（町会・自治会
への参加の促
進）

自治
振興課

町会・自治会活動
への参加の促進

自治会加入世帯
数

210,000世帯
自治会加入世帯数（令和8年3月31日現在）
　　２０2,518世帯

8

町会・自治会の
意思決定過程へ
の女性参画の促
進（町会・自治会
への参加の促
進）

自治
振興課

町会・自治会の意
思決定過程への女
性参画の促進

- -
町会・自治会の女性会長　134/882人
自治会連合協議会の執行部役員0/11人
（令和8年3月31日現在）

9
市民活動団体に
おける女性の参
画の促進

市民
協働課

市民活動サポート
センター運営協議
会

①運営協議会に
おける女性委員
の比率
②サポートセン
ター登録団体に
おける女性会員
比率

①30.0％
②60.0％

①２0．0％
②４9．3％

10
「ふなばし市民
力発見サイト」の
運営

市民
協働課

「ふなばし市民力
発見サイト」の運営

登録件数 620件 463件

11
市が主催する事
業への保育ヘル
パー派遣

市民
協働課

市が主催する事業
への保育ヘルパー
派遣

派遣回数 100回 派遣回数　７８回

12

公民館での講座
の開催（女性の
社会参加に資す
る講座）

公民館

公民館での講座の
開催
（女性の社会参加
に資する講座）

事業数
延参加者数

30事業
延3,000人

女性対象の講座として婦人学級を開催した。
1事業開催、延730人参加。

方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

13

市職場における
育児・介護休業
制度の周知・普
及

人事課
市職場における育
児・介護休業制度
の周知・普及

周知・普及 100%

100％
・人材育成室が発行する「仕事と子育て応援パンフレット」の内
容を更新し、周知を図った。（令和7年10月）
・　「仕事と介護の両立支援リーフレット」及び「介護に係る両立
支援制度の意向確認書」を新たに作成し、制度の周知と利用し
やすい環境づくりに努めた。
・対象者が問い合わせた際、その都度希望者に必要なパンフレッ
ト及びリーフレットを配布した。

14
各種法令・制度
の周知のための
講座等の開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%
40.0%
「働く女性のためのワークルールセミナー」
定員40人　参加者16人

15

男女の雇用機会
均等を図るため
の企業・雇用主
向け講座等の開
催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%

1００.0％
「女性の起業支援実践講座～起業ノウハウとＰＲ方法を学ぶ短期
集中ステップ～」（全３回）
定員16人　参加者16人

16

男女雇用機会均
等法、育児・介
護休業法等の制
度の周知

商工
振興課

リーフレットの配
布等

- -
関連の情報提供があれば、都度窓口への配架やホームページで
の周知を行っている。

16

男女雇用機会均
等法、育児・介
護休業法等の制
度の周知

地域
保健課

母子健康手帳交付
及び保健師等によ
る妊婦面談相談

妊婦面談率 面談率100％
妊娠届出による母子健康手帳交付者数　4,435人
妊婦相談数　4,435人（夫や実母による面談も含む）
面談率   100％

女性が積極的に
地域活動に参画
できる環境づく

りを行う

女性の社会参加
促進のための支

援を行う

地域にお
ける女性
の参画拡

大

多様で柔軟な働
き方や各種法
令・制度の周知
を図り、学習機
会を提供する

多様で柔
軟な働き
方を可能
にするた
めの支援
と制度の

周知

雇用等における男女共同参画の推進と仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）方針2

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

3 Ｂ
自治会加入世帯数が1,042世帯減少し
たため。

市が直接的に関与・指導して進めていくもの
ではないことから、短期間に劇的な成果を上
げることは難しく、住民や町会・自治会員の
一人一人の意識を変えていく必要がある。そ
のため、長期間にわたり、継続的に取り組ん
でいくことが求められる。

継続
自治会加入世帯数（令和7年3月31日現在）
　　２０３，５６０世帯

3 Ｂ

町会・自治会の女性会長は前年度の人数
を維持している（増減なし）。
一方、自治会連合協議会の女性執行部役
員は２名減員となり、０名となった。
以上より、執行部役員は減となったもの
の、全体としては男女共同参画の機会は
保たれていると評せるため。

市が直接的に関与・指導して進めていくもの
ではないことから、短期間に劇的な成果を上
げることは難しく、住民や町会・自治会員の
一人一人の意識を変えていく必要がある。そ
のため、長期間にわたり、継続的に取り組ん
でいくことが求められる。

継続
町会・自治会の女性会長　134/900人
自治会連合協議会の執行部役員2/11人
（令和７年3月31日現在）

3 Ｂ

①同協議会の中でも、女性委員が事業企
画や情報発信の中心的な役割を果たして
おり、人数だけではない成果がでている
ため。
②任意回答であることや、回答した団体
の規模などにより変動要因が大きいた
め。

①7期委員の各種企画等の中心的な役割
を担う女性委員の活躍を引き続きサポー
トするとともに、女性委員を増やせるよう
な働きかけを継続していく。
②サイト上の仕組みを含め、有効回答を
増やせるような工夫を検討する。

継続
①２0．0％
②４9．3％

3 Ｂ 新規登録団体数が増加傾向であるため。

各種事業で関わりのある団体への積極的
な登録勧奨を継続することや、サイトその
ものについてもユーザー目線での魅力を
向上するとともに、多くの団体の登録を
促すよう改善していく。

継続 470件

3,4 Ｂ
目標値には達しなかったものの、昨年度
と比べて派遣回数が増加したため。

子育て期にある市民に対し社会参加の一
助となるよう、派遣を継続していく。

継続 派遣回数　61回

1,2,
4

Ｂ+
幅広い年代の女性たちに有意義な講座
が開催できた。

参加者からのアンケート等を踏まえなが
ら、今後も女性の社会参加促進に資する
講座を実施していきたい。

継続
婦人学級といった女性対象の講座を開催した。
1事業開催、延6８７人参加。

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1,2 Ａ
全職員に情報が共有されるよう配慮し、
パンフレットを用意し普及を行い、一定の
効果があったため。

介護休業については今後取得する職員が
増加することが見込まれることから、所
属の職員への理解促進と、制度周知・普
及に努めたい。

継続

100％
・人材育成室が発行する「仕事と子育て応援パンフレット」の内
容を更新し、周知を図った。（令和6年11月）
・仕事と家庭の両立セミナーにて管理職に向けて育児休業の関
連制度について説明を行い周知を図った。（令和6年11月）
・介護休業については「勤務時間・休暇実務の手引」にて周知し
た。
・対象者が問い合わせた際、その都度希望者に必要なパンフレッ
トを配布した。

1,2,
4

Ｂ
目標に達しなかったが、男性の参加もあ
り、幅広く実践的な学びを提供できたた
め。

今後も、参加者のニーズに合わせて会場
や開催時間帯を工夫することによって、１
人でも多くの市民に学習機会を提供でき
るように努める。

継続

56.7％
レインボーシアター「片袖の魚」
～LGBTQ・アンコンシャス・バイアスを考える～
定員30人　参加者17人

1,2,
4

Ａ
目標を達成することができたうえに、9
割以上の参加者が「とても満足」、「満足」
と回答したため。

今後も講座を通じて、男女の雇用機会均
等を図るための周知啓発を進める。

継続
125.0％
「パワポで実践『好き』を伝えるプレゼン講座」（全4回）
定員8人　参加者10人

1,2,
3,4

Ｂ 効果検証できないため。 引き続き周知を図る。 継続
関連の情報提供があれば、都度窓口への配架やホームページで
の周知を行っている。

4 Ａ

母子健康手帳交付時に、妊婦および夫・パー
トナーと面談を実施し、妊娠中から産後の仕
事や家庭との両立等を含む、様々な心配や
困りごとに対し、他機関と連携しながらタイ
ムリーに必要な情報提供や支援を行えてい
るため。

今後も妊娠初期に実施する母子健康手帳交
付時に妊婦や妊婦の夫に対し、妊娠中から産
後の仕事や家庭との両立等を含む、様々な心
配や困りごとに対し、他機関と連携しながら
タイムリーに必要な情報提供（妊婦の受けら
れる支援や夫の育児休業等）や支援を行って
いく。

継続
妊娠届出による母子健康手帳交付者数　4,286人
妊婦相談数　4,285人（夫や実母による面談も含む）
面談率99.9％
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

17

女性の起業・再
就職を支援する
ための講座等の
開催

商工
振興課

起業を支援するた
めのセミナー開催

平均参加者数 30人

「ふなばし起業スクールオープンセミナー」参加者:1回平均23人
【内訳】
第1回　31人参加(7/26実施　定員50人)
第2回　14人参加(10/25実施　定員50人)

17

女性の起業・再
就職を支援する
ための講座等の
開催

商工
振興課

再就職を支援する
ためのセミナー開
催

平均参加者数 20人
女性向け再就職支援セミナー　26人参加
（令和8年2月12日開催　定員30人）

18

ワーク・ライフ・
バランス推進の
ための講座等の
開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%

68.8％（全体の割合）
・「子育て世代のためのマネープランセミナー」
定員40人　参加者25人　（６２．５％）
・「美容のプロが教える　スキンケア入門講座～毎日のケアで未
来が変わる～」
定員16人　参加者12人　（75.0%）

19

ワーク・ライフ・
バランス推進の
ための企業・雇
用主向け講座等
の開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%

1００.0％
「女性の起業支援実践講座～起業ノウハウとＰＲ方法を学ぶ短期
集中ステップ～」（全３回）
定員16人　参加者16人

19

ワーク・ライフ・
バランス推進の
ための企業・雇
用主向け講座等
の開催

商工
振興課

セミナー開催 開催回数 1回
開催実績なし
（商工振興課としてはダイバーシティ推進セミナーに位置づけら
れており、令和７年度は外国人財活用セミナーを開催したため）

20

企業・雇用主に
向けた労働局等
からの情報の周
知

商工
振興課

リーフレットの配
布等

- -
関連の情報提供があれば、都度窓口への配架やホームページで
の周知を行っている。

21

男性の子育てへ
の参画促進のた
めの講座等の開
催

市民
協働課

講座等の開催
参加者総数のう
ち男性の参加率

50.0%
20.0％
「子育て世代のためのマネープランセミナー」
定員40人　参加者25人（うち、男性5人）

22
パパ・ママ教室
の開催

地域
保健課

パパ・ママ教室 参加人数 2,880人
実施回数　48回
参加者数　1,629人（妊婦819人、夫810人）

男性の育児休業
の取得を促進す

る
23

市職場における
男性の育児休業
取得促進

人事課
市職場における男
性の育児休業取得
促進

取得率

85%
(1週間以上取得）
※R5.8に40％か
ら８５％に引き上げ

95.5%
・人材育成室が発行する「仕事と子育て応援パンフレット」の内
容を更新し、周知を図った。（令和7年10月）

男性の介護への
参画を促進する
ための情報や学
習機会を提供す

る

24
男性の介護への
参画促進のため
の講座等の開催

市民
協働課

講座等の開催
参加者総数のう
ち男性の参加率

50.0%
12.5％
「今から備える！介護の心構えと準備」
定員１5人　参加者8人（うち、男性の参加者1人）

不妊治療と仕事
の両立を支援す

る
25 不妊専門相談

地域
保健課

不妊・不育専門相
談

相談件数 48件
医師：13件
助産師：6件
合計：19件（うち夫婦での来所9件、親子での来所1件）

26
市職場における
ハラスメント防
止のための研修

人事課 研修の実施 - -
受講者合計：517人
・ハラスメント防止研修：316人
・コンプライアンス研修：201人

27
ハラスメント防
止のための講座
等の開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%

61.3%（全体の割合）
・「つい無意識に判断してしまう“心のクセ”に気づこう！
アンコンシャス・バイアス講座」（市民企画講座）
定員40人　参加者33人　（８２．５％）
・「働く女性のためのワークルールセミナー」
定員40人　参加者16人　（４０．０％）

多様で柔軟な働
き方や各種法
令・制度の周知
を図り、学習機
会を提供する

ワーク・ライフ・
バランスの必要
性について、企
業等への意識啓
発や学習機会を

提供する

男性の子育てへ
の参画を促進す
るための情報や
学習機会を提供

する

ハラスメントに
関する認識を深
め、被害防止に
向けて情報提供
や意識啓発を行

う

ハラスメ
ントが行
われない
職場づく
りの促進

仕事と生
活の調和
（ワーク・
ライフ・バ
ランス）
の推進

多様で柔
軟な働き
方を可能
にするた
めの支援
と制度の

周知

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1,2,
3,4

Ｂ+
目標参加者数には達しなかったが、参加
者の満足度は概ね高かったため。

次年度以降も引き続きセミナーを開催し
ていく。

継続

「ふなばし起業スクールオープンセミナー」参加者:1回平均19人
【内訳】
第1回　27人参加(8/18実施　定員50人)
第2回　10人参加(10/20実施　定員50人)

1,2,
3,4

Ａ 目標人数を上回ったため。
次年度以降も引き続きセミナーを開催し
ていく。

継続
女性向け再就職支援セミナー　30人参加
（令和7年2月19日開催　定員30人）

1,2 Ｂ
目標に達しなかったが、幅広い世代に実
践的な学びを提供できたため。

今後も講座を通じて、ワーク・ライフ・バラ
ンスを推進する。

継続
97.5％
イエベorブルべ診断付き！メイクレッスン（2回開催　各回定員20人）
定員40人　参加者39人

1,2 Ａ
目標を達成することができたうえに、9
割以上の参加者が「とても満足」、「満足」
と回答したため。

今後も講座を通じて、ワーク・ライフ・バラ
ンス推進のための企業・雇用主向け講座
の提供を進める。

継続
125.0％
「パワポで実践『好き』を伝えるプレゼン講座」（全4回）
定員8人　参加者10人

1,2,
3,4

Ｃ 開催実績がないため。 開催に関して関係各所と協議を行う。 継続

株式会社オリエントコーポレーション事業者向けセミナー「働き
やすい企業が選ばれる！人材採用お役立ちセミナー」
【内訳】
12人参加（7/12実施　定員30人）

1,2,
3,4

Ｂ 効果検証できないため。 引き続き周知を図る。 継続
関連の情報提供があれば、都度窓口への配架やホームページで
の周知を行っている。

1,2,
4

Ｂ
目標に達しなかったが、パートナーとの
参加もあり、男性の子育て参画促進への
意識づけになったため。

今後も講座内容や周知方法、開催日時を
工夫することによって、男性にも積極的
に参加していただけるように努める。

継続

80.0％
男性の子育て応援講座　スマホカメラで撮影名人！（日曜日開
催）
定員5組　参加5組（うち、男性保護者４組）

4 Ｂ

令和２年２月より中止していた妊婦体験
ジャケットの実習を令和7年度より再開し
た。体験や講話を通して、夫婦で協力して
育児を行うためのきっかけを提供できた
と考えるため。

参加者の反応やアンケートの内容等も踏
まえながら、夫婦で協力して出産・育児に
臨めるよう実施していく。

継続
実施回数　48回
参加者数　1,666人（妊婦840人、夫825人、その他1人）

1,2 Ａ
昨年より取得率が向上（89.3％→
95.5％）しており、一定の効果があった
と思われるため。

より一層育児休業取得について所属の上
司や同僚への理解促進と、取得予定者へ
の制度周知・普及に努めたい。

継続
89.3%
人材育成室が発行する「仕事と子育て応援パンフレット」の内容
を更新し、周知を図った。（令和6年11月）

1,2,
4

Ｂ
目標に達しなかったものの、男性参加者
のアンケートで「よかった」と回答があっ
たため。

今後も、参加者のニーズに合わせて会場
や開催時間帯を工夫することによって、１
人でも多くの市民に学習機会を提供でき
るように努める。

継続
38.5％
今から備える！介護の心構えと準備
定員１5人　参加者13人（うち、男性の参加者5人）

4 Ｂ

医師と助産師の相談日を原則別の月に
設け、毎月開催できるようにしている。令
和7年度からは就業中の方も来所しやす
いよう、開始時間を１時間遅く設定した。
面接と電話相談の両方の利用があり、相
談後のアンケート結果から、相談者の満
足度が高いことがわかったため。

令和8年度より、不妊症・不育症に悩む方
だけでなく、これから妊娠を望む方を対
象者に加え、相談事業を実施する。さらな
る事業の周知に努め、相談内容によって、
医師や助産師等、相互につなげていく。

拡大
医師：8件
助産師：2件
合計：10件（うち夫婦での来所3件、親子での来所1件）

1 Ａ
講義だけでなく、ロールプレイングなどを
実施するなど実践的な内容であり、高い
研修効果が認められたため。

令和４年度をもって全管理・監督職の受
講が完了した。ハラスメントやコンプライ
アンスに関しては、研修を１度受講すれ
ば、絶対に起きないというわけではない
為、継続して研修等を実施し、防止してい
くことが課題であると考える。

継続
合計：517人
・ハラスメント防止研修：336人
・コンプライアンス研修：181人

1,2,
4

Ｂ

目標を達成することはできなかったが、
アンケートに回答した参加者のほとんど
が「非常に良かった」「良かった」と回答し
たため。

今後も、参加者のニーズに合わせて会場
や開催時間帯を工夫することによって、１
人でも多くの市民に学習機会を提供でき
るように努める。

継続

56.7％
レインボーシアター「片袖の魚」
～LGBTQ・アンコンシャス・バイアスを考える～
定員30人　参加者17人
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

28
ひとり親家庭等
に対する就業自
立支援事業

こども家庭
センター

パソコン技能習得
講習
就職準備・離転職
セミナー
資格取得講習会

受講人数 260人 43人

28
ひとり親家庭等
に対する就業自
立支援事業

こども家庭
センター

高等職業訓練促進
給付金

受給人数 15人 8人

28
ひとり親家庭等
に対する就業自
立支援事業

こども家庭
センター

自立支援教育訓練
給付金

受給人数 10人 7人

28
ひとり親家庭等
に対する就業自
立支援事業

こども家庭
センター

母子・父子自立支
援プログラム

策定件数 50件 23件

28
ひとり親家庭等
に対する就業自
立支援事業

こども家庭
センター

高等学校卒程度認
定試験合格支援事
業

受給人数 1人 0人

29

母子・父子自立
支援員によるひ
とり親家庭の相
談

こども家庭
センター

母子・父子自立支
援員によるひとり
親家庭の相談

相談件数 8,000件 9,164件（母子8,698件・父子466件）

30
母子生活支援施
設での保護・支
援

こども家庭
センター

母子生活支援施設
での保護・支援

- -
母子生活支援施設への入所事業
Ｒ7.4.1現在2世帯

31

養育費の取り決
め等を促進させ
る周知・啓発や
支援

こども家庭
センター

養育費に係る法律
相談

相談人数 96人 65人

31

養育費の取り決
め等を促進させ
る周知・啓発や
支援

こども家庭
センター

養育費等に係る周
知啓発セミナー

受講人数 40人 38人

31

養育費の取り決
め等を促進させ
る周知・啓発や
支援

こども家庭
センター

公正証書等作成補
助制度

受給人数 20人 21人

31

養育費の取り決
め等を促進させ
る周知・啓発や
支援

こども家庭
センター

養育費に係る保証
料補助制度

受給人数 3人 1人

ひとり親家庭等
に対して、自立
のための支援を

行う

生活上の
困難に直
面する女
性等への

支援

誰もが安心して暮らせる環境の整備方針3

課題Ⅱ 安全・安心な暮らしの実現

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

4 Ｂ+

パソコン技能習得講習については、参加率や
受講者のアンケート調査等のニーズを踏まえ
て、日程やコース数、コース内容を見直し事
業を実施しており、講習後アンケートでは高
い満足度をいただいている。また、就労や転
職に結びつくなどひとり親家庭等の生活の
安定に寄与するものとなっていることから効
果があったと考えている。
セミナーについては、パソコン講習と併せて
実施することで参加者数の増加に務めた。

パソコンスキルについては、キーボード操作
から学びたいという方からビジネススキルと
して身につけたいという方まで、参加者の要
望に開きがあることからレベルや要望にあっ
た内容とすること、また、参加者数が減少し
ていることから、より利用しやすい講習とな
るよう実施方法や周知についての検討が課
題。
セミナーについても、内容や周知の方法を検
討する必要がある。

継続 77人

4 Ａ

看護師・准看護師など資格取得と資格取
得後の高い就職率で確実に収入の向上
と安定が見込めることから効果的な事業
である。
修業に数年かかることから本人の決意と
家庭内の調整が必須である。
本事業に附随して利用可能な千葉県社会
福祉協議会の貸付制度も充実しており、
訓練機関による周知が広がっている。受
給後アンケートでは高い満足度をいただ
いており、十分効果があったと考えてい
る。

職業に直結する資格取得は将来のことを考
えるうえで有効な選択肢であるものの、通学
等のために現在の仕事を退職する、学費を用
立てるなどの準備が必要になること、給付金
の受給にあたっても毎月の手続きが発生す
るなど継続的な関わりが必要となることか
ら、相談に関わる母子・父子自立支援員には
事業について相談者のライフプランに沿った
丁寧な説明をするスキルが求められる。
また、本給付金の対象者は「育児又は就業と
修業の両立が困難なもの」と規定されてお
り、本市において基準等はないため、申請時
には申請者の状況等を詳細に把握する必要
がある。

継続 ８人

4 Ａ

ハローワークでも周知を行っていただい
ていることから、安定的な実績を残して
いる。初任者研修→実務者研修といった
スキルアップなど、資格取得により同じ
職場であっても給料が上がるなどより良
い条件での就労を達成していることか
ら、十分効果があったと考えている。

国要綱の改正により年々、支給割合や支
給方法について複雑になっているため対
象者への案内を見直す必要がある。

継続 7人

4 Ａ

プログラム策定のためには、最低２回プ
ログラム策定員との面談が必要であり、
信頼関係が重要な事業である。令和6年
度より件数を増加させることができたと
ともに就職率も引き上げることができ、
十分効果があったと考える。

令和6年度に児童扶養手当の所得要件が
撤廃され対象者の拡大がされたことか
ら、これまでの支援方法や周知方法を再
度検討し、制度活用の推進を図っていく。

継続 18件

4 Ｂ

高卒を受験資格にしている資格等があることか
ら、他制度と同様、周知に努めているほか、母子・
父子自立支援員の相談の中で、高校中退等で就業
を希望しているひとり親等には積極的に本事業を
案内しているが、利用者がいない。高校を卒業して
いないことから希望する就業ができない、安定し
た就業が難しいといった支障を解消するために必
要な事業であり、制度を整備していることについ
ては一定の効果はあったと考えている。

令和6年8月に対象者の変更（児童扶養
手当受給相当の所得要件を撤廃）が行わ
れ、対象者が拡大となるが、平成28年度
の事業開始後、実績は平成29、30年度
のみで、周知が不足しているのか、ニーズ
がないのか見極めていく必要がある。

継続 0人

4 Ａ

６人の母子・父子自立支援員を配置し、母子家庭の
母または父子家庭の父が就業と育児の両立ができ
るように必要な助言を行っている（離婚前の方も
対象）。また、関連機関を案内しており、生計維持
が困難な家庭を支援に結び付けるなど安定した家
庭生活のための相談支援を実施している。また、
多忙なひとり親のニーズに応えるため、相談窓口
を母子・父子福祉センター（毎週水曜日9時～16
時）、船橋駅前総合窓口センター（毎月第2土曜日
13時～17時と第4水曜日17時半～20時まで）に
も設け、予約制で相談を受け付けている。
以上のようなワンストップでの相談や時間外での
相談を実施することで安定的な実績を残してお
り、十分効果があったと考えている。

ひとり親家庭等の相談をワンストップで受け
るこの事業は、母子・父子自立支援員に経済
的支援、就労、子育ての各種制度に関する幅
広い知識、関係機関と連携するためのコミュ
ニケーション力、さらにはひとり親家庭等の
悩みに寄り添い支援するスキル等が必要で
あり、母子・父子自立支援員の資質向上が課
題となっている。

継続 7,191件（母子6,866件・父子325件）

4 Ａ

母子保護の必要な母子については、DV等により
県外施設へ委託するケースも含めて適切に保護す
ることができている。
また、母子生活支援施設への入所にあたっては、
個々の事情をよく聞き取り母子の自立に向けた生
活支援ができるよう、施設との連携支援を行うと
ともに、退所に向けた定期的な面談を行い、自立
の促進を図ることができたことから、十分効果が
あったと考えている。

DV等により市外・県外施設へ母子保護を
委託すべきケースの場合には、県外施設
の空き状況や本人が見学・面談の上、入
所を希望することが条件となることか
ら、県外施設との関係構築が重要。

継続
母子生活支援施設への入所事業
Ｒ6.4.1現在2世帯

4 Ａ

女性弁護士による法律相談を無料で実施す
ることで、離婚前から養育費等にかかる専門
的な手続き等を相談できる体制を整備して
おり、養育費の確保に寄与していることから
十分効果があったと考えている。

令和5年度に実施した「船橋市子ども・子育て
支援に関するアンケート調査」の結果による
と、養育費や親子交流の取り決めを行ってい
る世帯は約半数であり、養育費の受給状況や
親子交流の実施状況も十分に進んでいない
ことが課題である。

継続 48人

4 Ａ

ひとり親家庭の親、離婚してこどもと別居し
ている親、離婚を考えている方及び相談に従
事する市職員を対象に令和8年4月施行の改
正民法等における離婚後の子の養育につい
てセミナーを実施した。施行の前に共同親権
や法定養育費などの不安を解消することが
でき、参加者の満足度は高いことから、十分
効果があったと考えている。

令和5年度に実施した「船橋市子ども・子
育て支援に関するアンケート調査」の結果
によると、養育費や親子交流の取り決め
を行っている世帯は約半数であり、養育
費の受給状況や親子交流の実施状況も十
分に進んでいないことが課題である。

継続 ５人

4 Ａ

公正証書等を作成する際の費用を補助
することによって、養育費等の取り決め
を促すことで養育費の確保に寄与してい
ることから十分効果があったと考えてい
る。

令和5年度に実施した「船橋市子ども・子育て支援
に関するアンケート調査」の結果によると、養育費
や親子交流の取り決めを行っている世帯は約半数
であり、養育費の受給状況や親子交流の実施状況
も十分に進んでいないことが課題である。令和６年
度からADR（裁判外紛争解決手続）の利用にかか
る費用の助成を実施（実績は0件）。

継続 19人

4 Ａ

養育費保証契約の初回保証料を補助す
る事業であり、養育費等の取り決めを促
すことで養育費の確保に寄与しているこ
とから十分効果があったと考えている。

令和5年度に実施した「船橋市子ども・子育て
支援に関するアンケート調査」の結果による
と、養育費や親子交流の取り決めを行ってい
る世帯は約半数であり、養育費の受給状況や
親子交流の実施状況も十分に進んでいない
ことが課題である。

継続 0人
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

31

養育費の取り決
め等を促進させ
る周知・啓発や
支援

こども家庭
センター

（面会交流支援事
業補助制度）親子
交流支援事業補助
制度

利用件数 4件 11件

32

女性の起業・再
就職を支援する
ための講座等の
開催

商工
振興課

起業を支援するた
めのセミナー開催

平均参加者数 30人

「ふなばし起業スクールオープンセミナー」参加者:1回平均23人
【内訳】
第1回　31人参加(7/26実施　定員50人)
第2回　14人参加(10/25実施　定員50人)

32

女性の起業・再
就職を支援する
ための講座等の
開催

商工
振興課

再就職を支援する
ためのセミナー開
催

平均参加者数 20人
女性向け再就職支援セミナー　26人参加
（令和8年2月12日開催　定員30人）

33

住居確保給付金
の支給（生活困
窮者自立支援制
度）

地域
福祉課

住居確保給付金の
支給

支給延月数 324月 176月

34
学習支援事業
（生活困窮者自
立支援制度）

こども家庭
センター

学習支援事業
登録者数
進学率

360人
100％

３66人（延べ）
100％

35
就労準備支援事
業（生活困窮者
自立支援制度）

地域
福祉課

就労準備支援事業
利用件数
就労者数

11件
3人

利用件数　17件
就労者数　８人

36
若年無業者就労
支援事業

商工
振興課

ふなばし地域若者
サポートステー
ション事業

各年度の新規登
録者数に対する
就職率

60.0%
59.7％
（新規登録者201人に対し120人が就職）

36
若年無業者就労
支援事業

商工
振興課

ジョブカフェちば
との連携事業

- -

・若年求職者と企業の交流イベント
　 17人参加（令和７年１１月６日実施）
   15人参加（令和７年１１月７日実施）

・企業定着支援セミナー
　 24人参加（令和７年6月19日実施）
   17人参加（令和７年7月10日実施）
   28人参加（令和７年8月2７日実施）
   26人参加（令和７年9月11日実施）
   24人参加（令和７年１0月1６日実施）
   24人参加（令和７年１2月5日実施）

困難を抱える人
への、多様な主
体間の連携によ
る支援を行う

37 就労支援事業
生活

支援課
就労支援事業

被保護者就労支
援事業に参加
し、就労に繋げ
た者の数

40人 46人

38
性的少数者の理
解のための講座
等の開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%

・一般向け講座※指標は一般向け講座に対するものを掲載
「自分らしさってなんだろう？性と個性を考える教室」
定員４0人　参加者1８人（45.0％）
・市職場向け
①新規採用職員研修
受講者224人
②ダイバーシティ研修①LGBT職員研修
受講者９９人
③新規採用職員対象eラーニング
受講者5７３人

39
リーフレット等
による周知

市民
協働課

リーフレット等の
配布

リーフレット配布
等による周知回
数

３回

３回
・市民向け周知：人権ポケットブック「セクシュアル・マイノリティ
と人権」の配布
6,000部（市内中学生1学年等）
・市職員向け周知：令和6年度新規採用職員および会計年度任
用職員向けにｅラーニング実施でテキストとして周知
・LGBT啓発に関するポスターを展示
フェイスビル（６月２日～6月１３日）

40
性的少数者の理
解のための教職
員研修

総合教育
センター

教職員を対象とし
た研修

アンケートによる
満足度調査

90.0% 100%

性的少数者を支
援する

41
性的少数者支援
のための交流会
等の開催

市民
協働課

交流会の開催 開催回数 6回

６回
開催日
5/17・7/5・9/13・11/8・1/17・3/14
※すべて土曜日開催

若年無業者等が
経済的に自立す
ることができる
ように就労・学習

支援を行う

性的少数者への
理解の促進を図

る性の多様
性に関す
る理解の
促進と支

援

ひとり親家庭等
に対して、自立
のための支援を

行う

生活上の
困難に直
面する女
性等への

支援

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

4 Ａ
親子交流の実施に係る費用を補助するこ
とで、親子交流の推進に十分効果があっ
たと考えているため。

令和5年度に実施した「船橋市子ども・子育て
支援に関するアンケート調査」の結果による
と、養育費や親子交流の取り決めを行ってい
る世帯は約半数であり、養育費の受給状況や
親子交流の実施状況も十分に進んでいない
ことが課題である。

継続 4件

1,2,
3,4

Ｂ+
目標参加者数には達しなかったが、参加
者の満足度は概ね高かったため。

次年度以降も引き続きセミナーを開催し
ていく。

継続

「ふなばし起業スクールオープンセミナー」参加者:1回平均19人
【内訳】
第1回　27人参加(8/18実施　定員50人)
第2回　10人参加(10/20実施　定員50人)

1,2,
3,4

Ａ 目標人数を上回ったため。
次年度以降も引き続きセミナーを開催し
ていく。

継続
女性向け再就職支援セミナー　30人参加
（令和7年2月19日開催　定員30人）

1,2 Ｂ+

「保健と福祉の総合相談窓口さーくる」が令
和７年6月３０日に船橋商工会議所会館１階
に移転し利便性が向上したことで相談件数
が増加したこともあり、実績は令和６年度よ
り増加した。また、令和７年度に新設された
転居費用補助を１０件支給したため。

令和７年度に法改正により転居費用補助
が新設されたことから、運用については
適宜国に確認しながら、適切に支援を
行っていく。

継続 １２３月

1,2 Ａ

中学生の延べ登録者は全11会場で366人と増加
しており、参加児童・保護者の満足度は高く（令和
7年度保護者満足度（※）90％、生徒満足度が
89％）、高校進学率も100％（令和8年4月時点）
を維持しており、生活困窮家庭に対する支援とし
て十分効果があったと考えている。※最終アン
ケート設問「学習支援に参加して満足している」で
「とてもそう思う」「少しそう思う」と答えた割合

登録者数は伸びているが、出席率は
60%程度で停滞しているため、出席率向
上のための施策立案が課題である。

継続
３２９人
100％

1,2 Ａ

「保健と福祉の総合相談窓口さーくる」が
令和７年6月３０日に船橋商工会議所会
館１階に移転し利便性が向上したことで
相談件数が増加したこともあり、目標値
を達成できたため。

ボランティア活動の受け入れ先企業・団
体の開拓が課題となっているため、地域
で生活困窮者への支援活動を行う団体や
民生委員等へ事業の周知を行い、ボラン
ティア活動の受け入れ先企業・団体の情
報収集に努めながら、引き続き事業を行
う。

継続
利用件数　10件
就労者数　6人

1,2,
3,4

Ｂ+ 目標をわずかに下回ったため。
次年度以降も引き続き個人にあったサ
ポートを行う。

継続
67.3％
（新規登録者165人に対し111人が就職）

1,2,
3,4

Ｂ
定員に対して5割～9割程度の参加者が
あったため。

今後の開催時にも引き続き、共催を行っ
ていく。

継続

・企業定着支援セミナー
　 23人参加（R6.9/26実施）、26人参加（R6.10/10実施）、
 　21人参加（R6.10/17実施）、24人参加（R6.12/12実施）

・企業研究ワーク付若年求職者と企業の交流イベント
　 22人参加（11/6実施）、 27人参加（11/7実施）

4 Ａ
就労に繋げられた者の数が、目標に達す
ることができたため。

今後も対象者が抱える課題に応じた支援
方法により、履歴書・職務経歴書の作成、
面接の受け方指導、ハローワークへの同
行等、求職活動支援を行う。

継続 39人

1 Ｂ

目標に達しなかったが、一般向け講座に
ついては、基礎知識の解説やグループ
ワークを通して実践的な学びを提供でき
たため。

今後も性的少数者当事者や活動支援者へ
の理解が深まるように、講座の内容を工
夫して、性的少数者への理解の促進に努
める。

継続

・一般向け講座※指標は一般向け講座に対するものを掲載
レインボーシアター「片袖の魚」
～LGBTQ・アンコンシャス・バイアスを考える～
定員30人　参加者17人（56.7％）
・市職場向け
①新規採用職員研修
受講者１57人
②ダイバーシティ研修①LGBT職員研修
受講者103人
③新規採用職員対象eラーニング
受講者585人

2 Ａ
目標に達したことや性的少数者への理解
の促進を図ることができたため。

今後も性的少数者当事者や活動支援者へ
の理解が深まるように、啓発物の内容を
工夫して、性的少数者への理解の促進に
努める。

継続

４回
・市民向け周知：人権ポケットブック「セクシュアル・マイノリティと人
権」の配布
6,000部（市内中学生1学年等）
・パートナーシップ・ファミリーシップ制度周知用チラシ3,600部を船
橋商工会議所会報誌に折り込み
・市職員向け周知：令和6年度新規採用職員および会計年度任用職員
向けにｅラーニング実施でテキストとして周知
・LGBT啓発に関するポスターを展示
フェイスビル（６月13日～6月28日）、イオンモール船橋　（１１月7日
～1１月14日）

1,2 Ａ
受講者１６人中全員が「満足した」と受講
後アンケートで回答したため。

今後も新任教頭研修や初任者研修におい
て、性的少数者の理解と学校としての対
応について理解の促進に努める。

継続 100%

2 Ａ
目標に達したうえ、６回すべて参加した方
もおり、居場所づくりとしての機能が十
分果たせたため。

交流会を開催することによって、性自認
や性的指向等に悩む若者の一助となるよ
うに、今後も事業を継続していく。

継続

６回
開催日
5/25・7/20・9/28・11/9・1/18・3/15
※すべて土曜日開催
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

42
ひとり暮らし高
齢者等見守り活
動支援事業

高齢者
福祉課

あったか訪問助成
事業及び声の電話
訪問助成事業（ひ
とり暮らし高齢者
地域交流会補助事
業は補助停止中）

登録者数 1,380人 710人

43
高齢者虐待防止
のための取組

地域包括
ケア推進課

船橋市高齢者虐待
防止等ネットワー
ク運営委員会

運営委員会開催
回数

１回 会議開催回数：１回

43
高齢者虐待防止
のための取組

地域包括
ケア推進課

船橋市高齢者虐待
防止等ネットワー
ク担当者会議

担当者会議開催
回数

6回 会議開催回数：6回

44

 船橋市社会福
祉協議会が実施
する「高齢者等
の生きがいづく
りや交流事業」
に対する支援

地域
福祉課

ミニデイサービス
事業

実施回数 650回 594回

45
公民館での講座
の開催(高齢者
対象事業）

公民館
公民館での講座の
開催
(高齢者対象事業）

事業数
延参加者数

130事業
延40,000人

高齢者学級のほか、シルバーリハビリ体操や介護・認知症予防等
の健康維持の講座、スマートフォンの使い方の講座等を開催し
た。
１５１事業開催、延3７,８２３人参加。

46

高齢者の消費者
被害防止のため
の相談や学習の
機会の提供

消費生活
センター

老人福祉センター
定期出張相談

実施回数 56回 60回

46

高齢者の消費者
被害防止のため
の相談や学習の
機会の提供

消費生活
センター

まちづくり出前講
座

実施回数 24回 29回

47
高齢者の消費者
被害防止のため
の研修

消費生活
センター

民生児童委員等消
費生活研修会

実施回数 5会場+動画配信 5会場+動画配信

48
消費者安全確保
地域協議会の開
催

消費生活
センター

消費者安全確保地
域協議会

実施回数 2回 １回

49
高齢男女の就業
促進、能力開発
のための支援

商工
振興課

講座等の開催 平均参加者数 20人 開催実績なし

50
障害者差別解消
のための啓発

障害
福祉課

市職員への周知・
啓発

- -
・全職員対象のeラーニング研修
・新規採用職員研修
・障害者差別解消法庁内連絡会

50
障害者差別解消
のための啓発

障害
福祉課

市民への周知・啓
発

障害者週間記念
事業の来場者
（船橋市民）の理
解促進度

100%
第31回障害者週間記念事業　2,814人
来場者（船橋市民）の理解促進度　89.2％

51 就労支援事業
障害

福祉課
就労支援事業 就職件数 32件

障害者就業・生活支援センター
登録者数　1,405人
障害者就業・生活支援センター
就職件数(延べ数)　２7件

52
障害者就労支援
事業

商工
振興課

障害者就労支援事
業

イベント開催回
数

1回

令和7年度　｢障害者雇用推進・啓発イベント『はたらく』というこ
と｣
【内訳】
会場 57人参加、オンライン120人参加（令和８年１月１３日実施
定員150人）

障害を理由とす
る差別を解消す
るための啓発を

行う

障害者の就労を
支援する

地域で暮らす高
齢者が安心して
生活できるよう

支援を行う

高齢者、
障害者、
外国人が
安心して
暮らせる
環境整備

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

2 Ｂ

活動団体は減少傾向にあるが、存続して
いる団体による見守り活動は有効であっ
たため、ある程度効果があったと評価し
た。

支援員の高齢化に伴い、活動団体は減少傾
向にあるため、前年度に見守り活動を行って
いる団体のみ補助を継続する。ひとり暮らし
高齢者地域交流会補助事業の補助は令和6
年度より廃止した。今後は、市として社会情
勢に則した地域でのゆるやかな見守り体制の
周知を図っていく。

継続 １，２６１人

1 Ａ

高齢者虐待を扱う委員会であり、虐待事
例の中でＤＶ被害等がある事例もあり、
その事例に対し医師などから構成される
委員と対応について報告を行ったため。

引き続き、会議の中で高齢者虐待につい
て委員と対応を検討していき、男女が性
別による差別的取り扱いを受けないよう
に配慮していく。

継続 会議開催回数：１回

1 Ａ

高齢者虐待を扱う会議であり、虐待事例
の中でＤＶ被害等がある事例もあり、そ
の事例に対し医師などから構成される委
員と対応について検討を行ったため。

引き続き、会議の中で高齢者虐待につい
て委員と対応を検討していき、男女が性
別による差別的取り扱いを受けないよう
に配慮していく。

継続 会議開催回数：6回

1,2 Ｂ+

地区社会福祉協議会が公民館だけでなく
町会自治会館等でも事業を実施した。
延べ12，016人が参加し、地域の高齢者
の生きがいづくり及び健康増進に寄与す
ることができたため。

高齢化によるボランティアの減少が続い
ており、新規ボランティアの確保が課題と
なっている。参加者及び実施回数を増や
すため、自治会館等公民館以外での実施
の拡大について検討する。

継続 実施回数６１６回

1,2,
4

Ａ

高齢者の健康維持や生きがいづくり、仲
間づくりの場の提供のほか、デジタルデ
バイド解消に向けたスマートフォンの講座
を実施する等、有意義な講座が開催でき
たため。

引き続き講座の充実を図り、高齢者に
とって日々の生きがいにつながる講座を
実施していきたい。

継続

全館で開催している高齢者学級のほか、シルバーリハビリ体操
や介護・認知症予防等の健康維持の講座、スマートフォンの使い
方の講座等を開催した。
１４３事業開催、延33,492人参加。

1 Ａ
定期的に地域の高齢者が集まる施設を
訪問し、啓発活動を行うことが出来たた
め。

継続して対応していく。 継続 53回

1 Ａ
消費生活に関する情報提供を行うことが
出来た。

継続して対応していく。 継続 17回

1 Ａ
地域の高齢者とつながりの深い方々へ対
して、消費者被害に関する知識の提供を
行うことが出来た。

継続して対応していく。 継続 4会場+動画配信

1 Ａ
行政と地域の様々な団体との連携を強
化することが出来た。

継続して対応していく。 継続 １回

1,2,
3,4

Ｃ 開催実績がないため。
開催に関して関係各所と協議を行い、事
業の再編成を図る。

縮小 開催実績なし

1 Ａ

市職員向けの研修を実施し、障害と障害
者について考える機会を設けることで、
市職員の障害と障害者に対する理解を促
進したため。

引き続き、庁内への障害者差別解消法の
さらなる周知・啓発に取り組んでいく。

継続
・全職員対象のeラーニング研修
・新規採用職員研修
・障害者差別解消法庁内連絡会

1 Ａ
市民向けのイベントを実施し、市民の障
害に対する理解を促進した。

市民への障害者差別解消のための啓発を
促進する。

継続
第30回障害者週間記念事業　2,787人
来場者（船橋市民）の理解促進度　86.8％

1,2,
3,4

Ａ

障害者就業・生活支援センターの認知度
を向上し、登録者数を増やすことで、就職
及び職場定着を支援し、経済的自立を
図った。

引き続き、障害者就業・生活支援センター
の就職件数を増やすための取組を行って
いく。

継続

障害者就業・生活支援センター
登録者数　1,309人
障害者就業・生活支援センター
就職件数(延べ数)　3７件

1,2,
3,4

Ｂ+ 目標に到達しているため。 引き続きイベントを開催する。 継続

令和6年度　｢障害者雇用推進・啓発イベント『はたらく』というこ
と｣
【内訳】
会場 35人参加、オンライン89人参加（１/１5実施　定員150
人）
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

53
外国人採用に関
する支援制度等
の周知

商工
振興課

ホームページへの
事業掲載

- -
関連の情報提供があれば、都度窓口への配架やホームページで
の周知を行っている。

54
多言語での情報
提供や相談体制
の充実

国際
交流課

外国人住民向け多
言語生活情報紙
「ようこそ・ふなば
し」の発行

発行部数 4,800部
100%
4,800部発行（年4回／各1,200部）

54
多言語での情報
提供や相談体制
の充実

国際
交流課

外国人総合相談窓
口

相談件数 2,600件
113％
相談件数：2,935件

55
日本語教室の開
催

国際
交流課

日本語教室の開催 受講者数 300人
115％
345人

56
地域防災力向上
のための講座等
の開催

危機
管理課

地域防災リーダー
養成講座

講座参加者数 250人

地域防災リーダー養成講座を５ブロックに分けて開催し、計
154人が参加した。
（東部31人、西部14人、北部16人、南部18人、中部28人）
上記のほか別テーマで市役所本庁舎を会場として開催し、47人
参加。

57
自主防災組織等
の活動促進

危機
管理課

自主防災組織の結
成・活動促進
自主防災組織補助
金交付

自主防災組織の
結成率

64.0%
自主防災組織結成率：５5.4％
自主防災組織補助金交付件数：228件

58

男女共同参画の
視点からの災害
時に効果的な取
組事例の共有

市民
協働課

男女共同参画の視
点からの災害時に
効果的な取り組み
を市民に周知

回数 1回
1回
ホームページにて「災害対応力を強化する女性の視点について」
を掲載

59
男女共同参画の
視点に立った防
災講座の開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%
65.0％
「男女共同参画＠防災講座」（2回実施　各回定員20人）
定員40人　参加26人

防災の現場にお
ける女性の参画

拡大
60

消防団への女性
の積極的な入団
の促進

消防局
警防課

消防団への女性の
積極的な入団を促
進

女性消防団員の
入団促進

2人
令和７年度入団者１人
女性消防団員２2人（令和８年３月３１日時点）
うち、現場活動に従事する者3人（令和８年３月３１日時点）

方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

61
ホームページ・
情報誌・広報誌
等による周知

市民
協働課

ホームページ・情
報誌・広報誌等に
よる周知

掲載回数 10回

計11回
・情報誌「ｆえふ」にて記事を掲載
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間を広報紙にて周知
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に男女共同参画センターに
て啓発（１１月１２日～１１月２５日）
・ホームページにて「性犯罪被害者相談のご案内」を掲載
・男女共同参画センターでパープルライトアップを実施（１１月１２日～１
１月２５日）
・市役所にてパネル展示を実施（１１月17日～１１月21日）
・「若年層の性暴力被害予防月間」期間中に男女共同参画センターに
て啓発（４月１日～４月３０日）
・ハンドブック「DVのない社会を目指して」　1,300部
・デートＤＶ防止啓発チラシ　6,000部（市内中学３年生等に配布）
・女性に対する暴力をなくす運動期間の周知マグネットシートを公用
車に掲示（11月4日～11月27日）
・市内鉄道駅構内に痴漢・暴力撲滅啓発ポスターを掲示（１月５日～２
月２７日）

62
DVやデートDV
防止のための講
座等の開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%
43.3％
「ALSOKに学ぶ防犯対策セミナー」
定員30人　参加者13人

災害時に男女共
同参画の視点に
立った避難所運
営等ができるよ
う、平常時から
の取組を行う

男女共同
参画の視
点に立っ
た防災体
制の確立

暴力の加害者に
も被害者にもな
らないよう、啓発
活動を行うとと
もに、学習機会

を提供する

暴力根絶
のための
予防啓
発・教育

外国人を対象と
した相談や学習
機会を提供する

高齢者、
障害者、
外国人が
安心して
暮らせる
環境整備

女性に対する暴力の予防と根絶のための基盤づくり方針4

課題Ⅲ 配偶者等からの暴力の根絶

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1,2,
3,4

Ｂ 効果検証できないため。 引き続き周知を図る。 継続
関連の情報提供があれば、都度窓口への配架やホームページで
の周知を行っている。

1,2 Ａ

事業を実施することにより、外国人住民
が日本社会に溶け込み生活できるように
なる支援ができたので、一定の効果が
あったと評価した。

引き続き外国人住民への情報提供を行う
ことで、外国人住民の不安を解消し、日本
人外国人がともに良き隣人として共生で
きる環境作りを図っていくことが求めら
れる。

継続
100%
4,800部発行（年4回／各1,200部）

1,2 Ａ

事業を実施することにより、外国人住民
が日本社会に溶け込み生活できるように
なる支援ができたので、一定の効果が
あったと評価した。

引き続き外国人住民への相談事業を行う
ことで、外国人住民の不安を解消し、日本
人外国人がともに良き隣人として共生で
きる環境作りを図っていくことが求めら
れる。

継続
143％
相談件数：3,721件

1,2,
4

Ａ

事業を実施することにより、外国人住民
が日本社会に溶け込み生活できるように
なる支援ができたので、一定の効果が
あったと評価した。

今後も市内外を問わず外国人住民の増加
が予想される中、継続的に日本語学習支
援を行うことで、新しく船橋市に来る外
国人住民が日本社会に溶け込み生活でき
るような体制を維持する必要がある。

継続
119％
356人

1 Ｂ

地域防災リーダー養成講座で、避難所運
営や災害時の町会・自治会活動につい
て、その重要性を伝えたことで一定の効
果があったと評価した。

引き続き地域の方々に、自主防災組織や
避難所運営組織の重要性を認識してもら
う。

継続

地域防災リーダー養成講座を５ブロックに分けて開催し、計２０
５人が参加した。
（東部４６人、西部１５人、北部２７人、南部２９人、中部３６人）
上記のほか別テーマで市役所本庁舎を会場として開催し、５２人
参加。

1 Ｂ

自主防災組織の結成率の目標値64.0％
は達成できていないが、地域の方々が協
力し合い、自主防災組織の訓練実績等あ
ることから、一定の効果があったと評価
した。

引き続き、自主防災組織のしおりを町会・自
治会、マンション管理組合へ配布を行い、地
域防災力及び自主防災組織結成率の向上を
図る。また、地域住民の方の町会・自治会へ
の加入率や団体の解散により、自主防災組織
の結成率の向上が難しい状況でもあることか
ら、町会・自治会を所管する自治振興課とも
連携して取り組む。

継続
自主防災組織結成率：５6.4％
自主防災組織補助金交付件数：229件

1,2,3 Ａ
目標を達成することができ、一定の周知
ができたと考えるため。

今後も、男女共同参画の視点から災害時
に効果的な取組事例の共有ができるよう
に周知活動を継続する。

継続

3回
・ホームページにて「災害対応力を強化する女性の視点について」を掲
載
・チラシ「男女共同参画と防災チラシ」　3,000部を発行し、公共施設
等に配架
・性暴力・DV防止のための啓発ポスターを市内各避難所の備蓄品とし
て配架

1,2,
4

Ｂ+
目標を達成することはできなかったが、
アンケートに回答した参加者のほとんど
が「非常に満足」「満足」と回答したため。

男女共同参画の視点に立った防災につい
て、市民の学習機会の提供を促進するた
め、令和7年度は危機管理課と連携し防
災講座を開催した。令和8年度も実施予
定。

継続

83.8％（全体の割合）
・めざせ防災マスター‼親子de防災体験シールラリー
定員15組　参加15組（100.0％）
・男女共同参画＠防災講座（2回実施　各回定員20人）
定員40人　参加27人（67.5％）

1,2,
4

Ｂ+

女性消防団員の入団は目標数2人に対し
1人に留まり、目標達成には至らなかっ
た。
一方で、現場活動への参入が進み、活躍
の機会が増加した点は一定の評価ができ
るため。

女性の消防団入団に向けた取り組みを継
続して行っていく。

継続
令和６年度入団者１人
女性消防団員２3人（令和７年３月３１日時点）
うち、現場活動に従事する者３人（令和７年３月３１日時点）

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1 Ａ
目標に達したうえに暴力根絶に向けて
様々な方面からアプローチすることがで
きたため。

今後も暴力根絶に向けて、啓発活動を行
うとともに、学習機会を提供する。

継続

計13回
・情報誌「ｆえふ」にて記事を掲載
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間を広報紙にて周知
・「女性に対する暴力をなくす運動」期間中に男女共同参画センターに
て啓発
・県作成DV防止啓発チラシを町会・自治会掲示板に掲示
・ホームページにて「性犯罪被害者相談のご案内」を掲載
・男女共同参画センターでパープルライトアップを実施
・イオンモール船橋にてDV防止啓発ポスターを展示　（11月7日～11
月14日）
・市役所にてパネル展示を実施（１１月15日～１１月22日）
・「若年層の性暴力被害予防月間」期間中に男女共同参画センターに
て啓発
・ハンドブック「DVのない社会を目指して」　1,500部
・デートＤＶ防止啓発チラシ　6,000部（市内中学３年生等に配布）
・女性に対する暴力をなくす運動期間の周知マグネットシートを公用
車に掲示
（11月1日～11月29日）
・市内鉄道駅構内に痴漢・暴力撲滅啓発ポスターを掲示

1 Ｂ
目標に達しなかったが、事業者と連携し
暴力根絶に向けてアプローチすることが
できたため。

今後も暴力根絶に向けて、啓発活動を行
うとともに、学習機会を提供する。

継続

・護身術講座　～こんなときどうする？～
定員30人　参加48人（160.0％）
・知ってほしい。ＤＶ加害者と、ＤＶ加害者プログラムのこと。
オンラインのため定員の定め無し　参加37人
11月1日～30日（19人）、12月23日～3月31日（18人）

- 7 -



方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

63 防犯灯の整備
自治

振興課
防犯灯の整備 防犯灯総灯数 42,154灯

明るく安全・安心な街づくりをめざすため、防犯灯の整備を推進
する。
補助金の申請がされている防犯灯灯数　42,258灯

64
地域の自主防犯
活動等の防犯対
策の推進

市民安全
推進課

防犯パトロール隊
支援物資の支給

自主防犯パト
ロール隊の結成
率

56.3%

・自主防犯パトロール隊への支援物資支給事業申請団体数240
（うち、新規団体数3）
・自主防犯パトロール隊の結成団体数485
・結成率53.7％
※町会・自治会数904

65
市内巡回による
犯罪の抑止

市民安全
推進課

市民安全パトロー
ル

- -
月～土曜に１～３台の市民安全パトロールカーで市内全域を巡
回した。小学生の下校時間には、校門付近で駐留警戒や啓発放
送を流し、子どもたちに注意を呼びかけた。

66

犯罪被害者支援
のため知識・技
能を向上させる
ことを目的とし
た研修への職員
参加

市民安全
推進課

県主催等の犯罪被
害者支援のための
研修への職員参加

研修参加人数 4人
千葉県が主催する「犯罪被害者等支援のための県・市町村相談
関係機関職員研修」に2人の職員が参加した。

67

性犯罪や性暴力
被害者のための
相談・支援情報
を周知

市民
協働課

ホームページ・情
報誌等による周知

掲載回数 2回

3回
・「若年層の性暴力被害予防月間」期間中に男女共同参画セン
ターにて啓発
・情報誌「ｆえふ」に記事を掲載
・ホームページにて「性犯罪被害者相談のご案内」を掲載

68
市民法律相談・
生活相談

市民の声
を聞く課

市民法律・生活相
談

土曜日における
法律相談及び生
活相談の実施

法律相談月2回、生
活相談月1回

法律ー月２回（第２・４土曜日）、生活ー月1回（第２土曜日）
相談総数 2,433件（うちDV相談6件）

市民法律相談　相談員9人（予約制・面談）
①月～金曜日　相談件数　1,133件
②毎月第2･4土曜日　相談件数 １１６件

市民生活相談　相談員4人
①月～金曜日（先着順・面談）　相談件数1,129件
②毎月第２土曜日（予約制・面談）　相談件数 ５５件

69
生き方相談・女
性のための法律
相談

市民
協働課

女性の生き方相談 相談件数 384件
毎週金曜日、水曜日　相談件数　354件
（予約制、面接または電話）

69
生き方相談・女
性のための法律
相談

市民
協働課

男性の生き方相談 相談件数 163件
毎週月曜日　相談件数　92件
（電話）

69
生き方相談・女
性のための法律
相談

市民
協働課

女性のための法律
相談

相談件数 180件
毎月　第1木曜日、第3月曜日、第4水曜日
相談件数　126件
弁護士３人（予約制、面接）

70
相談カードの配
布等による相談
窓口の周知

市民
協働課

相談カードの配布 配布枚数 6,600枚
公共施設・ショッピングモール・スーパーマーケット
①配布箇所数　95ヶ所
②配布枚数　8，530枚

70
相談カードの配
布等による相談
窓口の周知

市民
協働課

広報による周知 掲載回数 12回

掲載回数12回（年）
毎月1回　広報により周知
生き方相談（男性・女性）
女性のための法律相談

71 女性相談
こども家庭
センター

女性相談 - -

相談員8人
相談件数　2,885件
（面接 639件、電話 2,246件）
その内新規　827件

72
相談員の研修へ
の派遣

こども家庭
センター

相談員の研修への
派遣

派遣回数 20回
相談員の派遣研修　11回
千葉県主催のDV研修会等へのオンライン参加　11回

73 家庭児童相談

こども家庭
センター・
児童相談
所開設準

備課

家庭児童相談及び
児童虐待相談

- -
相談員が、様々な相談に的確に応じられるよう各種研修会に参
加し、スキルアップを図った。

相談業務の充実
を図る

相談・支
援体制の

充実

暴力がないまち
づくりを進める

暴力根絶
のための
予防啓
発・教育

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1 Ａ

町会・自治会の防犯灯のLED化を推進
し、整備される事によって、街の明るさが
確保され、安心・安全な街づくりに繋がっ
ているため。

町会・自治会が解散となる際の防犯灯の
管理が課題である。

継続
明るく安全・安心な街づくりをめざすため、防犯灯の整備を推進
する。
補助金の申請がされている防犯灯灯数　42,085灯

1 Ｂ+
自主防犯パトロール隊を新たに結成した
団体が3団体あったため、一定の効果が
あったと評価した。

今後も防犯パトロール隊の結成の一助と
なるよう物資の支給を行っていきたい。
なお、郵送での申請を開始するため、利
便性が増すと考える。

継続

・自主防犯パトロール隊への支援物資支給事業申請団体数241
（うち、新規団体数1）
・自主防犯パトロール隊の結成団体数488
・結成率54.7％
※町会・自治会数892

1 Ｂ+
市内全域のATMや学校などを巡回し警
戒できたため、一定の効果があったと評
価した。

今後も犯罪発生抑止に繋げるべく市内の
巡回を継続したい。

継続
月～土曜に１～３台の市民安全パトロールカーで市内全域を巡
回した。小学生の下校時間には、校門付近で駐留警戒や啓発放
送を流し、子どもたちに注意を呼びかけた。

1 Ｂ+
令和7年度も千葉県主催の研修会に参加
することができたため、一定の効果が
あったと評価した。

未受講の職員や異動者が、研修会等に積
極的に参加し、犯罪被害者支援への理解
を深めていく。

継続
千葉県が主催する「犯罪被害者等支援のための県・市町村相談
関係機関職員研修」に1人の職員が参加した。

1 Ａ
目標を達成することができ、一定の周知
ができたと考えるため。

今後も性犯罪や性暴力に悩む人の一助と
なるよう、周知活動を継続する。

継続

3回
・「若年層の性暴力被害予防月間」期間中に男女共同参画センターに
て啓発
・情報誌「ｆえふ」に記事を掲載
・ホームページにて「性犯罪被害者相談のご案内」を掲載

1 Ａ 目標が達成できた。
今後も日常生活において様々な問題に悩
んでいる多くの市民に相談の機会を提供
していきたい。

継続

法律ー月２回（第２・４土曜日）、生活ー月1回（第２土曜日）
相談総数 2,507件（うちDV相談2件）

市民法律相談　相談員9人（予約制・面談）
①月～金曜日　相談件数　1,142件
②毎月第2･4土曜日　相談件数 113件

市民生活相談　相談員4人
①月～金曜日（先着順・面談）　相談件数 1,194件
②毎月第２土曜日（予約制・面談）　相談件数 58件

1 Ｂ+
相談件数も増加傾向にあり、多くの相談
者の一助となったと考えるため。

令和５年度からは、第３水曜日から毎週
水曜日に増枠して対応したため相談件数
の増加につながった。今後も事業を継続
していく。

継続
毎週金曜日、水曜日　相談件数　352件
（予約制、面接または電話）

1 Ｂ
相談件数はやや減少したが、多くの相談
者の一助となったと考えるため。

今後も相談者に寄り添った相談事業を継
続する。また、一人でも多くの相談者に周
知できるよう、今後も継続して周知活動
を行っていく。

継続
毎週月曜日　相談件数　144件
（電話）

1 Ｂ
相談件数はやや減少したが、多くの相談
者の一助となったと考えるため。

今後も相談者に寄り添った相談事業を継
続する。一人でも多くの相談者に周知で
きるように努める。

継続
毎月　第1木曜日、第3月曜日、第4水曜日
相談件数　132件
弁護士３人（予約制、面接）

1 Ａ

目標に達したことや、民間のショッピング
モールやスーパーマーケットに配置依頼
を行い、多くの方が手に取るよう配布す
ることができたため。

今後も配布箇所や配布枚数の検討を重ね
て、多くの市民に事業の周知ができるよ
うに努める。

継続
公共施設・ショッピングモール・スーパーマーケット
①配布箇所数　88ヶ所
②配布枚数　7,980枚

1 Ａ
目標を達成することができ、漏れなく周
知活動ができたため。

今後も広報に掲載することによって、相
談者への周知活動を継続していく。

継続

掲載回数12回（年）
毎月1回　広報により周知
生き方相談（男性・女性）
女性のための法律相談

1 Ａ

DVをはじめ、あらゆる問題を抱えた女性の
相談に対応するため、研修の参加や他機関と
の会議開催等を行い、相談者の意思を尊重し
た支援とは何かについて考え、相談者の意思
を尊重した支援を実施することができたこと
から、十分効果があったと考えている。

困難な問題を抱える女性への支援に関す
る法律によって、他機関からの情報提供
や相談が増えると予想されるため、支援
をたらい回しにせず、他機関と協働しな
がら相談者の意思を尊重した支援を継続
していく。

継続

相談員8人
相談件数　2,815件
（面接 531件、電話 2,284件）
その内新規　725件

1 Ａ

配偶者の暴力の防止及び被害者の保護等に
関する法律の改正や困難な問題を抱える女
性への支援に関する法律の施行など、法律
の改正や新法施行の動きがある中で相談員
の資質向上を図り、実際の支援に生かすこと
ができたことから、十分効果があったと考え
ている。

DVや虐待など複合的な要因を抱えてい
る女性も多く、支援にあたっては幅広い
知識と相談スキルが必要となることか
ら、相談員が様々な研修に参加できるよ
う、調整を図っていく。

継続
相談員の派遣研修　9回
千葉県主催のDV等研修会へのオンライン参加　８回
全国女性相談支援員・心理支援員研究協議会に参加　1回

1,2 Ａ

県や児童福祉に関係のある機関が主催
する研修会に積極的に参加し、知見を深
めることができた。また、スーパーバイ
ザーよる日々のケースワーク上のアドバ
イスを受けることにより、相談業務のスキ
ルアップ向上に繋がった。

こども家庭センター開設に伴い、子育て
に関する様々な相談を受ける場面が増加
することが見込まれる。多様化する相談
に対応することが出来るよう、引き続き
多くの研修に参加する機会を設けていき
たい。

継続

相談員が、様々な相談に的確に応じられるよう各種研修会に参
加し、スキルアップを図った。また、児童相談所経験者を、引き続
きスーパーバイザーとして任用し、ケースワーク上のアドバイス
等を受けることにより、相談支援の向上に努めた。

- 8 -



方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

74
児童虐待防止に
係る啓発

こども家庭
センター

児童相談啓発
配布枚数
掲示枚数

児童相談啓発カー
ド35,500枚配布
児童相談啓発ポス
ター700枚掲示

児童相談啓発カード配布　0枚
児童相談啓発ポスター掲示　197枚

74
児童虐待防止に
係る啓発

こども家庭
センター

児童虐待防止啓発 掲示枚数
児童虐待防止啓発
ポスター3,500枚

掲示
児童虐待防止ポスター掲示　3,485枚

74
児童虐待防止に
係る啓発

こども家庭
センター

家庭児童相談室の
周知

配布枚数
家庭児童相談室

リーフレット1,000
枚配布

オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン(11月)に、保健
福祉センター1階ロビーにて、家庭児童相談室が行っている事業
のポスター掲示やチラシ、パンフレット、リーフレット、ポケット
ティッシュ、ステッカーを配架した。

75
様々な悩みに対
応する相談窓口
の周知

健康
政策課

「ひとりで悩まず
相談を…」無料相
談窓口の周知

- -

電話、対面、LINE、チャットなどで様々な悩みに応じる無料相談
窓口案内ホームページ「ひとりで悩まず相談を・・・」について、市
民便利帳や広報に掲載したり、XなどのSNS等で配信したり、
FACE、出張所・連絡所等窓口にてリーフレットを配布するなど
して悩みを抱える人に向けて相談・支援窓口の周知を図った。

76 ＳＮＳ相談事業
地域

保健課
SNS相談＠船橋 - - 延相談成立者数　666人

方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

77
被害者の一時保
護

こども家庭
センター

被害者の一時保護 - -
千葉県の一時保護所への入所 7件
民間シェルターへの入所 0件

77
被害者の一時保
護

こども家庭
センター

緊急一時支援 - - 緊急一時支援の実施 ４件

78 情報管理の徹底
こども家庭
センター

個人情報の保護及
び情報セキュリ
ティの研修実施

開催回数 2回 個人情報の取り扱いについて内部研修を実施　2回

78 情報管理の徹底
こども家庭
センター

情報管理の徹底 開催回数 1回 個人情報の取り扱いについて内部研修を実施　５回

78 情報管理の徹底
こども家庭
センター

住民基本台帳の閲
覧等の制限

- - 住民基本台帳事務における支援措置申出書発行　91件

79
自立支援のため
の情報収集と情
報提供

こども家庭
センター

自立支援のための
情報収集と情報提
供

- -

相談者が適切な支援を受けられるよう、庁内関係各課に適宜問
い合わせを行い、必要時相談者の同行支援を行った。また、相談
者の状況把握及び支援の役割分担を確認するため、関係各所へ
積極的に声をかけ、会議の開催等を行った。

80
ＤＶに関する職
員研修会の開催

こども家庭
センター

ＤＶに関する職員
研修会の開催

開催回数 1回
1回
１１月：令和7年度DV被害者支援に関する職員研修会を対面で
開催した。

81
民間支援団体と
の連携について
の研究

こども家庭
センター

民間支援団体との
連携についての研
究

- -
民間シェルター等の支援を行っている団体について、ケース対
応やさーくる、他機関主催の勉強会等で情報を収集することが
できた。

被害者の自立支
援と関係機関と
の連携を行う

被害者の
安全確保
と自立支

援

被害者の安全確
保を図る

相談業務の充実
を図る

相談・支
援体制の

充実

配偶者等からの暴力の防止及び被害者の保護等の推進方針5

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1,2 Ａ

市内小・中学校へのカード配布については、
全生徒に配布されているタブレット端末への
掲載をもって配布に変えることで、啓発対象
の拡充を図った。ポスター掲示については、
令和6年度と掲載内容に変更がなかったこと
から、希望する機関にのみ配布となったが、
より効果的な場所に配布することにより児童
相談啓発を行うことができた。

今後も適宜見直しを行い、効果的な児童
相談啓発を継続していく。

継続
児童相談啓発カード配布　0枚
児童相談啓発ポスター掲示　498枚

1,2 Ａ

市内小・中学校をはじめとする関係機関
及び自治会へポスター掲示依頼を行い、
児童虐待防止啓発や家庭児童相談室の
周知活動を行うことができた。

こども家庭センター開設後も引き続き児
童虐待防止啓発のために継続していく。

継続 児童虐待防止ポスター掲示　3,5６２枚

1,2 Ａ

多種多様な啓発物品を配架することによ
り、家庭児童相談室のコーナーに興味を
もってもらう機会を作ることができ、可
能な範囲での周知を図れたため。

今後もリーフレットに限らず、市民に興味
関心を持ってもらえる企画・機会を作っ
ていく。

継続

オレンジリボン・児童虐待防止推進キャンペーン(11月)に、保健
福祉センター1階ロビーにて、家庭児童相談室が行っている事業
のポスター掲示やチラシ、パンフレット、リーフレット、ポケット
ティッシュ、ステッカーを配架した。

1 Ａ

無料相談窓口案内ホームページを、市民
便利帳、広報、リーフレット、SNS、デジタ
ルサイネージなど様々な媒体を用いて周
知することで、悩みを抱える人に向けた
情報提供の機会を増やし、また必要な相
談・支援窓口へつなぐ役割を果すること
ができたため。

引き続き悩みを抱える人に向けて無料相
談窓口案内ホームページを、市民便利帳、
広報、リーフレット、SNS、デジタルサイ
ネージなど様々な媒体を用いて周知を図
る。
また、リーフレットに関しては、令和8年9
月に改訂予定である。

継続

電話、対面、LINE、チャットなどで様々な悩みに応じる無料相談
窓口案内ホームページ「ひとりで悩まず相談を・・・」について、市
民便利帳や広報に掲載したり、XなどのSNS等で配信したり、
FACE、出張所・連絡所等窓口にてリーフレットを配布したりす
るなどして悩みを抱える人に向けて相談・支援窓口の周知を
図った。

4 Ｂ
家庭問題に関する相談も受け付けている
ため。

引き続き実施していく。 継続 延相談成立者数　993人

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1 Ａ
一時保護によって、DV被害者の安全確
保を図ることができたことから、十分効
果があったと考えている。

複雑な問題を抱えた女性の相談が増えて
いるため、ケースの状況を聞き取りなが
ら、相談者の意思を確認し、一時保護の
要否について迅速に判断していく。

継続
千葉県の一時保護所への入所 ４件
民間シェルターへの入所 0件

1 Ａ
緊急一時避難をすることによって、DV被
害者の安全確保を図ることができた。

複雑な問題を抱えた女性の相談が増えて
いるため、ケースの状況を聞き取りなが
ら、相談者の意思を確認し、避難方法につ
いて適切に判断していく。

継続 緊急一時支援の実施 ４件

1 Ａ

個人情報の取扱いについての内部研修
を実施し、情報の取扱いについて共有
し、個人情報の保護を徹底することがで
きたことから、十分効果があったと考え
ている。

相談には、重要性分類Ⅰに該当する個人
情報を含むことから、個人情報保護の徹
底について、繰り返し内部研修を実施し
認識を共有していく。

継続 個人情報の取り扱いについて内部研修を実施　2回

1 Ａ

相談室内で、個人情報の取扱いについて
共有した。その結果、個人情報の保護を
徹底することができたことから、十分効
果があったと考えている。

職員研修やケース対応を通して、関係部
署に情報の取り扱いや秘匿の重要性につ
いて、より強く、わかりやすく伝えていく。

継続 個人情報の取り扱いについて内部研修を実施　５回

1 Ａ

住民基本台帳事務における支援措置申
出書については、発行の要否を十分検討
するとともに、発行する場合は紙で決裁
を行うなど、庁内であっても関係部署以
外に漏洩がないよう十分留意して取り
扱った。

情報の取扱いを徹底し、引き続き情報漏
洩がないよう厳重な管理をするととも
に、担当課とも連携を図っていく。

継続 住民基本台帳事務における支援措置申出書発行　84件

1 Ａ

相談者の自立に向け、家庭児童相談室や
戸籍住民課などの関係機関と連携し対応
することができたことから、十分効果が
あったと考えている。

複雑な問題を抱えた女性の相談が増えて
いるため、ケースの状況を丁寧に聞き取
り、適宜関係各課及び他機関と連携しな
がら相談者の自立に向けた支援を実施し
ていく。

継続

相談者が適切な支援を受けられるよう、庁内関係各課に適宜問
い合わせを行い、必要時相談者の同行支援を行った。また、相談
者の状況把握及び支援の役割分担を確認するため、関係各所へ
積極的に声をかけ、会議の開催等を行った。

1 Ａ

庁内関係機関向けの研修を実施し、開催
後のアンケートによると、研修目標をお
よそ9割が理解できたと回答しているこ
と、質疑応答や事例検討に様々な意見や
感想が寄せられ、関心の高さを感じられ
た。

研修参加者の意見を参考に、関係部署が
求める内容を重点化し、より実際の支援
に則した研修を実施していく。

継続
1回
１１月：令和6年度DV被害者支援に関する職員研修会を対面で
開催した。

1 Ａ

民間支援団体の協力を得て、避難場所の
確保・生活支援（必需品の提供等）を連携
しながら実施したことから、自立への支
援につながった。

複雑な問題を抱えた女性の相談が増えて
いるため、相談者の状況や意思決定に合
わせた支援を行えるよう、引き続き情報
を収集とともに連携をしていく。

継続
民間シェルター等の支援を行っている団体について、ケース対
応やさーくる、他機関主催の勉強会等で情報を収集することが
できた。
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

被害者の
安全確保
と自立支

援

被害者の自立支
援と関係機関と
の連携を行う

82

「船橋市要保護
児童及びDV対
策地域協議会」
における連携

こども家庭
センター

「船橋市要保護児
童及びDV対策地
域協議会」におけ
る連携

- -

代表者会議：実務者会議が円滑に運営されるための環境整備を
行うため会議開催　年1回

実務者会議：要保護児童及びＤＶに関する情報交換、実務者把握
並び支援を行っている事例の総合的把握を行うために会議開
催　年１２回（進行管理会議）
年4回（全体会議）

個別ケース検討会議：個別の要保護児童等及びＤＶ被害者に対
する具体的な支援内容等を検討するため会議を開催：122回

居住実態不明児童等対応検討会議：居住実態不明児童等対応検
討会議を開催して、情報共有、情報交換及び支援の進捗等の協
議のため会議を開催　年１回

方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

83
スクールソー
シャルワーカー
配置事業

総合教育
センター

スクールソーシャ
ルワーカー配置事
業

派遣申請数 200件 派遣申請件数396件

84
ふなばし健康ダ
イヤル24

健康
政策課

ふなばし健康ダイ
ヤル24

- -
相談件数94,771件
（うち、乳児に関する相談4,207件、幼児に関する相談11,597
件、小・中学生に関する相談7,945件／計23,749件）

85
子育てに関する
情報の発信

こども
政策課

ふなっこナビ（子
育て応援・情報サ
イト）

アクセス件数 520,000件 450,462件

85
子育てに関する
情報の発信

こども
政策課

ふなっこアプリ（子
育て応援・情報ア
プリ）

累計ユーザー数 24,600人 20,937人（令和8年3月31日時点）

85
子育てに関する
情報の発信

こども
政策課

子育て情報誌「ふ
なばし子育てナビ
ゲーション」の発行

アクセス件数 3,200件 2,222件

85
子育てに関する
情報の発信

地域子育
て支援課

ふなっ子メールの
配信

登録者数 17,000人 登録者数　22.743人

86 家庭児童相談

こども家庭
センター・
児童相談
所開設準

備課

家庭児童相談及び
児童虐待相談

- -
相談員が、様々な相談に的確に応じられるよう各種研修会に参
加し、スキルアップを図った。

87 子育て相談
地域子育
て支援課

子育て支援コー
ディネーターの子
育てに関する情報
提供・相談業務

地域子育て支援
課子育て支援
コーディネー
ターの情報提供・
相談件数

2,400件 1.699件

87 子育て相談
地域子育
て支援課

子育て支援セン
ター・児童ホーム
の子育て相談業務

相談件数 18,000件
15,993件
（子育て支援センター・児童ホーム）

88
子どもの発達に
関する相談

療育
支援課

子どもの発達に関
する相談業務

相談件数 10,000件

月～金曜日
相談件数9,37０件（来所相談5,20６件、電話相談964件、課内療育
施設出張相談353件、ことばの相談2,847件）
心理発達相談員　23人
言語聴覚士　14人
社会福祉士　1人
（令和8年3月31日時点）

89

市立全小学校・
高等学校におけ
るスクールカウ
ンセラーの配置

指導課
児童生徒へのカウ
ンセリング

学校評価の保護
者アンケートに
おける教育相談
体制の肯定的評
価

80.0%

88．8％
市内小学校全校、特別支援学校、高等学校にスクールカウンセ
ラーを配置し、児童生徒・保護者・教職員を対象に相談活動を
行った。学校評価の保護者アンケートにおける教育相談体制の
肯定的評価が80％以上の学校は、57校中52校だった。

89

市立全小学校・
高等学校におけ
るスクールカウ
ンセラーの配置

指導課
保護者へのカウン
セリング

学校評価の保護
者アンケートに
おける教育相談
体制の肯定的評
価

80.0%

88．8％
市内小学校全校、特別支援学校、高等学校にスクールカウンセ
ラーを配置し、児童生徒・保護者・教職員を対象に相談活動を
行った。学校評価の保護者アンケートにおける教育相談体制の
肯定的評価が80％以上の学校は、57校中52校だった。

相談業務・情報
提供の充実を図

る

育児支援
の充実

育児・介護の支援基盤の整備方針6

課題Ⅳ 男女共同参画社会の実現に向けた基盤の整備

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1,2,
3,4

Ａ

要保護児童及びＤＶ対策地域協議会の支
援児童等の情報共有、支援の進捗状況の
把握を行うことができた。また、児童相談
所で関わる要保護児童等についても情
報共有ができたので、効果があったと考
える。

令和8年4月にこども家庭センターが開
設したこと、及び市児童相談所が令和8
年7月に開設したことから、より一層の情
報共有、支援方針の見直しや課題検討等
の協議が充実するよう、資料の見直しや
会議の在り方について検討していく必要
がある。

継続

代表者会議：実務者会議が円滑に運営されるための環境整備を
行うため会議開催　年2回（うち書面開催１回）

実務者会議：要保護児童及びＤＶに関する情報交換、実務者把握
並び支援を行っている事例の総合的把握を行うために会議開
催　年１２回

個別支援会議：個別の要保護児童等及びＤＶ被害者に対する具
体的な支援内容等を検討するため会議を開催：151回

居住実態不明児童等対応検討会議：居住実態不明児童等対応検
討会議を開催して、情報共有、情報交換及び支援の進捗等の協
議のため会議を開催　年１回

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1,2 Ａ
目標としていた200件を上回り、目標を
達成したため。

今後も男女の個人としての尊厳を重んじ、男
女の差別を無くすことに配慮しながら、また、
固定的性別役割分担意識や性により無意識
の思い込みが男女の社会参加に影響しない
よう配慮しながら相談活動を進めていく。

継続
派遣申請件数319件
目標としていた200件を上回った。

4 Ａ

相談件数の合計が94,771件のうち乳
児、幼児、小・中学生を対象とした相談件
数が23,749件となっており、育児を
行っている家族等への支援として効果が
あったものと評価した。

今後も子育て支援の相談業務の充実を図
るために、転入者へのチラシ配布等を行
い、周知を進めていく。

継続
相談件数１００,２４３件
（うち、乳児に関する相談４,１０６件、幼児に関する相談１２,９４２
件、小・中学生に関する相談８,６４８件／計２５,６９６件）

4 Ｂ+
毎月のアクセス件数が前年度越えをして
おり、子育てに関する情報発信を適切に
行うことができたため。

市民や庁内に対して、より効果的な周知
方法を検討し、アクセス数の増加を目指
す。

継続 381,812件

4 Ｂ+
ユーザー数は着実に増えており、子育て
に関する情報発信を適切に行うことがで
きたため。

市民などへのより効果的な配布、周知方
法を検討し、累計ユーザー数の増加を目
指す。

継続 18,959人（令和7年3月31日時点）

4 Ｂ+
令和6年度よりアクセス件数は増加して
おり、子育てに関する情報発信を適切に
行うことができたため。

令和８年度発行については、冊子の配布
数に指標を変更予定。

継続 2,123件

4 Ａ
目標値到達後も登録者が増加しているた
め。

引き続き登録者数拡大のため周知を図
る。

継続 登録者数　20,294人

1,2 Ａ

県や児童福祉に関係のある機関が主催
する研修会に積極的に参加し、知見を深
めることができた。また、スーパーバイ
ザーによる日々のケースワーク上のアド
バイスを受けることにより、相談業務の
スキルアップ向上に繋がった。

こども家庭センター開設に伴い、子育て
に関する様々な相談を受ける場面が増加
することが見込まれる。多様化する相談
に対応することが出来るよう、引き続き
多くの研修に参加する機会を設けていき
たい。

継続

相談員が、様々な相談に的確に応じられるよう各種研修会に参
加し、スキルアップを図った。また、児童相談所経験者を、引き続
きスーパーバイザーとして任用し、ケースワーク上のアドバイス
等を受けることにより、相談支援の向上に努めた。

4 Ｂ
目標値には達していないが、一定の効果
があったと考えるため。

パネル展の開催地を拡大し、相談できる
場所であることを広く周知する。
様々な相談に対応できるよう研鑽に努め
る。

継続 2,312件

4 Ｂ
3施設が改修工事のため長期休館となっ
たが、目標値に近い実績となったため。

様々な相談に対応できるよう研鑽に努め
るほか、必要に応じて、適切な相談先と
連携できるよう日々の情報収集も継続す
る。

継続
19,713件
（子育て支援センター・児童ホーム）

3 Ａ
年間を通して専門職が保護者に寄り添っ
た相談や指導を実施したことにより、施
設や就学先に繋げることができた。

令和8年度にこども発達相談センター内の倉
庫を改修し、相談室を増設することを予定し
ている。
引き続き、待機日数の縮減を図るため、相談
体制の整備を進めていく。

継続

月～金曜日
相談件数9,477件（来所相談5,148件、電話相談1,182件、課内療
育施設出張相談384件、ことばの相談2,763件）
心理発達相談員　21人
言語聴覚士　12人
社会福祉士　1人

1,2 Ａ 目標を達成できたため。

令和8年度より、中学校11校に市スクールカ
ウンセラーを配置する。引き続き、各小・中・
特別支援学校・高等学校での教育相談体制を
整えていく。

継続

86．8％
市内小学校全校、高等学校にスクールカウンセラーを配置して
いる。児童生徒・保護者・教職員を対象に相談活動を行った。学
校評価における教育相談体制の肯定的評価が80％以上の学校
は、56校中47校だった。

1,2 Ａ 目標を達成できたため。

令和8年度より、中学校11校に市スクールカ
ウンセラーを配置する。引き続き、各小・中・
特別支援学校・高等学校での教育相談体制を
整えていく。

継続

86．8％
市内小学校全校、高等学校にスクールカウンセラーを配置して
いる。児童生徒・保護者・教職員を対象に相談活動を行った。学
校評価における教育相談体制の肯定的評価が80％以上の学校
は、56校中47校だった。

- 10 -



方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

89

市立全小学校・
高等学校におけ
るスクールカウ
ンセラーの配置

指導課
教職員へのコンサ
ルテーション

学校評価の保護
者アンケートに
おける教育相談
体制の肯定的評
価

80.0%

88．8％
市内小学校全校、特別支援学校、高等学校にスクールカウンセ
ラーを配置し、児童生徒・保護者・教職員を対象に相談活動を
行った。学校評価の保護者アンケートにおける教育相談体制の
肯定的評価が80％以上の学校は、57校中52校だった。

90 教育相談
総合教育
センター

教育全般に関する
相談事業

アンケートによる
満足度調査

95.0%
男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別を無くすことに
配慮しながら相談を行っている。アンケートの結果、97.1％が
良い評価であり、効果があったと言える。

91 家庭教育相談 青少年課 家庭教育相談
相談件数（電話、
面接）

80件
６２件
（電話：48件、面接：14件）

92

１８歳までのお
子さんや、妊娠
期から子育て期
の保護者からの
相談

こども家庭
センター

18歳までのお子
さんや、妊娠期か
ら子育て期の保護
者からの相談

相談件数 2,800件（延数）
相談件数613件（延）
内訳：本人・家族　564件（面接123件・電話438件・訪問3件）
、関係機関 49件

93
マザーズハロー
ワークの周知

商工
振興課

リーフレットの配
布等

掲載回数 12回
12回
毎月広報ふなばしの無料相談に掲載した。

94
待機児童の解消
に向けた保育所
等の整備

保育
運営課

保育需要に応じた
受け皿の確保

待機児童数 0人
待機児童数　12人（Ｒ8.4.1）
令和7年度中の新規整備施設数　10園

95
放課後ルーム事
業

放課後児
童支援課

放課後ルーム事業 - -
令和7年度は、67,609人が放課後ルームを利用し、就労する
保護者の支援に努めた。

96
ファミリー・サ
ポート・センター
（育児）事業

地域子育
て支援課

ファミリー・サポー
ト・センター（育児）
事業

協力会員の登録
人数

620人 協力会員　592人

97
子育て短期支援
事業（ショートス
テイ）

地域子育
て支援課

子育て短期支援事
業（ショートステ
イ）

- -
短期入所生活援助（ショートステイ）事業や休日預かり事業等を
実施し、家庭において養育を受けることが一時的に困難になっ
た児童を受け入れた。

98
家庭的保育への
巡回

保育
運営課

家庭的保育への巡
回

- -
家庭的保育者数　　 ３人
巡回数　　　　　　　 １７回

99
発達支援保育の
実施

保育
運営課

発達支援保育に関
する相談

- -
・発達全般（身体、言葉、行動等）に関すること
・他機関の紹介

99
発達支援保育の
実施

保育
運営課

発達支援保育の説
明および体験保育

- -
・保育観察（体験保育）の説明、実施
・全認可保育所等での入所申込みを受け付けている。

99
発達支援保育の
実施

保育
運営課

他機関と調整を図
りながら育児支援

- -
関係機関からの情報収集を行い、相談者の育児支援のための活
用を図っている。

100
一時預かり・休
日保育事業

保育
入園課

一時預かり事業
（一般型）

延べ利用人数 18,260人 15,738人

100
一時預かり・休
日保育事業

保育
入園課

一時預かり事業
（幼稚園型Ⅰ）

延べ利用人数 142,179人 182,967人

100
一時預かり・休
日保育事業

保育
入園課

休日保育事業 延べ利用人数 641人 624人

育児支援
の充実

多様なニーズに
対応した保育等
サービスの充実

を図る

相談業務・情報
提供の充実を図

る

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1,2 Ａ 目標を達成できたため。

令和8年度より、中学校11校に市スクールカ
ウンセラーを配置する。引き続き、各小・中・
特別支援学校・高等学校での教育相談体制を
整えていく。

継続

86．8％
市内小学校全校、高等学校にスクールカウンセラーを配置して
いる。児童生徒・保護者・教職員を対象に相談活動を行った。学
校評価における教育相談体制の肯定的評価が80％以上の学校
は、56校中47校だった。

1 Ａ 目標を達成したため。
今後も男女の個人としての尊厳を重ん
じ、男女の差別を無くすことに配慮しな
がら相談活動を進めていく。

継続
男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別を無くすことに
配慮しながら相談を行っている。アンケートの結果、97％が良
い評価であり、効果があったと言える。

1,4 Ｂ

目標件数を下回ったものの、適切に相談
に対応することができた。
なお、相談の対応には、家庭教育指導員
及び社会教育指導員があたり、適切な支
援ができるよう工夫や配慮に努めてい
る。

相談の内容が多岐にわたる場合は、関係
所属との連携を図りながら適切に対応す
ることを心掛ける。

継続
92件
（電話：78件、面接：14件）

4 Ａ

相談件数が減少したのは、令和８年度にこど
も家庭センターが開設することを見据え、職
員を増員、業務を拡大し集計方法を変更した
ためである。また、延306件のケースに対
し、妊娠期や子育てにおける悩みや困りごと
を保健センターや児童福祉部門と連携しなが
ら、延2,855回（関係機関への連携除く）の
アウトリーチを行うことができた。

こども家庭センター開設後も引き続き、保健
センターを始めとした関係機関と連携しなが
らケース支援を行っていく。

拡大
相談件数1,748件（延）
内訳：本人・家族　1,106件（面接173件・電話930件・訪問3
件）　、関係機関 642件

1,2,
3,4

Ａ 目標を達成したため。 引き続き周知を図る。 継続 毎月広報ふなばしの無料相談に掲載している。

3 Ａ
女性の参画可能性の向上に寄与してい
る。

保育の需給バランスを考慮した施設整備
により、保育の受け入れ数の整備を進め
ることで、待機児童対策を進める。

継続
待機児童数　34人（Ｒ7.4.1）
令和6年度中の新規整備施設数　5園

4 Ａ
令和６年度の放課後ルーム利用者の
65,016人より多く利用されているた
め。

今後も待機児童の状況に応じて増設など
受け入れ拡大を図る。

継続
令和6年度は、65,016人が放課後ルームを利用し、就労する保
護者の支援に努めた。

4 Ｂ+ 目標値に近い数値で推移していたため。
更なる会員数の増加に向け、チラシの配
布、広報紙やふなっ子メールで周知を行
う。

継続 協力会員　594人

4 Ｂ
仕事や育児疲れ要件等での一定の利用
が見られたため。

他の預かり先がない際の預け先の候補と
して対応できるよう、事業を継続してい
く。継続利用に加えて、援助が必要な世帯
へ事業を利用してもらえるよう、新規利
用者の拡大に向けて、事業の周知を図
る。

継続
短期入所生活援助（ショートステイ）事業や休日預かり事業等を
実施し、家庭において養育を受けることが一時的に困難になっ
た児童を受け入れた。

1 Ａ
男女双方に利用しやすい環境とすること
に努めた。

家庭的保育支援者及び連携保育所による
指導、研修など、家庭的保育者個々に合
わせたサポートを通じて、保育の質の維
持・向上を図る。

継続
家庭的保育者数　　 ３人
巡回数　　　　　　　 26回

1 Ａ
男女双方に利用しやすい環境とすること
に努めた。

今後も発達支援児の保育を実施する上
で、必要な情報収集に努め、保育の質の
維持・向上を図る。

継続
・発達全般（身体、言葉、行動等）に関すること
・他機関の紹介

1 Ａ
男女双方に利用しやすい環境とすること
に努めた。

発達支援児の受け入れを促進するため、
保育士不足等の解消を図る。

継続
・保育観察（体験保育）の説明、実施
・全認可保育所等での入所申込みを受け付けている。

1 Ａ
男女双方に利用しやすい環境とすること
に努めた。

今後も発達支援児の保育を実施する上
で、必要な情報収集に努め、保育の質の
維持・向上を図る。

継続
関係機関からの情報収集を行い、相談者の育児支援のための活
用を図っている。

4 Ｂ+

就労等で自宅で保育のできない世帯に
対し、預け先の選択肢のひとつとして事
業を提供することにより、子育て世帯の
一助となっているため。

今後も事業を継続していく。 継続 17,949人

4 Ａ

就労等で自宅で保育のできない世帯に
対して預け先を提供する園に対し、補助
を行うことにより、子育て世帯の一助と
なっているため。

今後も事業を継続していく。 継続 181,213人

4 Ｂ+

就労等で自宅で保育のできない世帯に
対し、預け先の選択肢のひとつとして事
業を提供することにより、子育て世帯の
一助となっているため。

今後も事業を継続していく。 継続 ５３2人
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

101
病児・病後児保
育事業

保育
入園課

病児保育事業 延べ利用人数 1,262人 1,681人

102
認可外保育施設
通園児補助金

保育
入園課

認可外保育施設通
園児補助金

- - 1,002人

103
幼児教育・保育
の無償化

学務課
施設等利用給付事
業

- - 給付人数　4,429人

103
幼児教育・保育
の無償化

学務課
実費徴収に係る補
足給付事業

- - 給付人数　413人

103
幼児教育・保育
の無償化

保育
入園課

子育てのための施
設等利用費の支給

- - 13,455人

104
保育所での講座
や教室の開催

保育
運営課

育児講座の開催 - - 育児講座　各公立保育園において月１回程度

105

公民館での講座
の開催（就学時
健診等における
子育て学習）

公民館

公民館での講座の
開催
（就学時健診等に
おける子育て学
習）

満足度数 80.0%
小学校入学前の児童を持つ保護者を対象とした、就学時健診子
育て学習の開催。
55事業、延4,46３人参加。満足度は96％。

106
公民館での講座
の開催（家庭教
育セミナー）

公民館

公民館での講座の
開催
（家庭教育セミ
ナー）

家庭教育セミ
ナー開設学級数

34学級
子どものしつけや成長発達への理解等を学習するための家庭教
育セミナーの開催。
28学級、延3,508人参加。

107
公民館での講座
の開催（子育て
支援事業）

公民館

公民館での講座の
開催
（子育て支援事業
（子育てサロン））

事業数
延参加者数

70事業
延12,000人

未就学児の親子を対象にした子育てサロンや子育て支援事業を
開催した。
39事業、延6,737人参加。

108
地域における子
育て支援のため
の講座等の開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%

57.7%（全体の割合）
・「自分らしさってなんだろう？性と個性を考える教室」
定員４0人　参加者1８人（45.0％）
・一時保育付き読書タイム　計19回（総定員155人）
参加者総数109人　（70.3％）

109
子育て支援セン
ター・児童ホー
ム事業

地域子育
て支援課

子育て支援セン
ター・児童ホーム
事業

来館者数 490,000人
693,751人
（子育て支援センター・児童ホーム）

110
船っ子教室（放
課後子供教室）
推進事業

放課後児
童支援課

船っ子教室（放課
後子ども教室）推
進事業

全児童数に対す
る平均利用者数
（日）の割合

7.0% 6.9%

111

船橋市社会福祉
協議会が実施す
る「子育てする
親が地域で交流
する事業」に対
する支援

地域
福祉課

子育てサロン事業 実施回数 430回 333回

112
地域の自主防犯
活動等の防犯対
策の推進

市民安全
推進課

防犯パトロール隊
支援物資の支給

自主防犯パト
ロール隊の結成
率

56.3%

・自主防犯パトロール隊への支援物資支給事業申請団体数240
（うち、新規団体数3）
・自主防犯パトロール隊の結成団体数485
・結成率53.7％
※町会・自治会数904

113
市内巡回による
犯罪の抑止

市民安全
推進課

市民安全パトロー
ル

- -
月～土曜に１～３台の市民安全パトロールカーで市内全域を巡
回した。小学生の下校時間には、校門付近で駐留警戒や啓発放
送を流し、子どもたちに注意を呼びかけた。

子育てに関する
学習機会を提供

する

地域における子
育て支援事業の

充実を図る

子どもの安全な
通学経路等を確

保する

育児支援
の充実

多様なニーズに
対応した保育等
サービスの充実

を図る

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

4 Ａ

児童の体調不良時等に就労等で自宅で
保育のできない世帯に対し、預け先の選
択肢のひとつとして事業を提供すること
により、子育て世帯の一助となっている
ため。

今後も事業を継続していく。 継続 1,395人

4 Ｂ+

就労等で自宅で保育のできない世帯に
対し、施設の利用料の補助を行うことに
より、子育て世帯の一助となっているた
め。

今後も事業を継続していく。 継続 1,259人

4 Ｂ+ 事業目的を達成できているため。 今後も事業を継続していく。 継続 給付人数　4,795人

4 Ｂ+ 事業目的を達成できているため。 今後も事業を継続していく。 継続 給付人数　380人

4 Ｂ+

就労等で自宅で保育のできない世帯に
対し、施設の利用料の補助を行うことに
より、子育て世帯の一助となっているた
め。

今後も事業を継続していく。 継続 14,363人

1 Ａ
男女双方に利用しやすい環境とすること
に努めた。

今後も保育業務に支障のない範囲で、保
育所を利用していない未就学児やその保
護者に対し、保育所の知見や経験を活か
し支援を行う。

継続 育児講座　各公立保育園において月１回程度

1,2,
4

Ａ
ほぼ全ての館で実施することができ満足
度も高かった。

子供の成長発達への理解や、生活習慣の
大切さ等、より多くの親が家庭教育を見
直すための学習機会として、引き続き関
係団体にも協力を仰ぎながら講座を実施
していきたい。

継続
小学校入学前の児童を持つ保護者を対象とした、就学時健診子
育て学習の開催。
52事業、延4,721人参加。満足度は98％。

1,2,
4

Ａ
学級数の目標には届かなかったものの、
PTA等と協力して有意義な講座が開催
できた。

今後も子育ての悩みや不安を少しでも解
消できる居場所を提供できるよう、講座
の検討を行っていきたい。

継続
子どものしつけや成長発達への理解等を学習するための家庭教
育セミナーの開催。
29学級、延３,６48人参加。

1,2,
4

Ａ
親子のコミュニケーションを深めること
ができる場、参加者同士の情報交換の場
を提供することができた。

各地域の子育て世代の現状やニーズを汲
み取り、安心して参加してもらえるような
講座を今後も検討していきたい。

継続
未就学児の親子を対象にした子育てサロンや子育て支援事業を
開催した。
４０事業、延７,２４５人参加。

1,2,
4

Ｂ

目標を達成することはできなかったが、
アンケートに回答した参加者のほとんど
が「非常に良かった」「良かった」と回答し
たため。

今後も、参加者のニーズに合わせて会場
や開催時間帯を工夫することによって、１
人でも多くの市民に学習機会や子育て支
援に関する事業を提供できるように努め
る。

継続

87.8%（全体の割合）
・男性の子育て応援講座　スマホカメラで撮影名人！（日曜日開催）
定員5組　参加5組（100.0％）
・めざせ防災マスター‼親子de防災体験シールラリー
定員15組　参加15組（100.0％）
・一時保育付き読書タイム　計24回（総定員120人）
参加者総数76人　（63.3％）

4 Ａ
3施設が改修工事のため長期休館となっ
たが、目標値を超える実績となったため。

引き続き子育て支援事業の充実を図る。 継続
776,855人
（子育て支援センター・児童ホーム）

4 Ｂ

令和7年度の目標数値には届いていない
が、前年度と比較して実績値は増加して
おり育児支援の充実に一定の効果があっ
たと考えられるため。

子供の居場所としての魅力を高めるとと
もに、長期休業期間中の開室時間の検討
等により、利便性の向上を図る。

継続 6.7%

1,2 Ｂ+

地区社会福祉協議会が各公民館で子育てサ
ロンを実施した。
リトミックなどの親子で参加できるイベント
やクリスマス会等の季節イベントを開催する
など工夫し、延べ10，708人が参加した。親
同士や子ども同士が交流する場となり、情報
共有や新たな関係性構築に繋がった。

地区社会福祉協議会でそれぞれ事業を実
施しているが、地区によっては高齢化が
進み参加者が集まらず実施を見送る地区
もある。地区ごとのニーズを把握し、参加
者及び実施回数の増加について検討す
る。

継続 実施回数３３８回

1 Ｂ+
自主防犯パトロール隊を新たに結成した
団体が３団体あったため、一定の効果が
あったと評価した。

今後も防犯パトロール隊の結成の一助と
なるよう物資の支給を行っていきたい。
なお、郵送での申請を開始するため、利
便性が増すと考える。

継続

・自主防犯パトロール隊への支援物資支給事業申請団体数241
（うち、新規団体数1）
・自主防犯パトロール隊の結成団体数488
・結成率54.7％
※町会・自治会数892

1 Ｂ+
市内全域のATMや学校などを巡回し警
戒できたため、一定の効果があったと評
価した。

今後も犯罪発生抑止に繋げるべく市内の
巡回を継続したい。

継続
月～土曜に１～３台の市民安全パトロールカーで市内全域を巡
回した。小学生の下校時間には、校門付近で駐留警戒や啓発放
送を流し、子どもたちに注意を呼びかけた。
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

114
交通事故防止の
ための交通安全
対策の推進

市民安全
推進課

交通安全計画の推
進

- -

第１１次船橋市交通安全計画における目標
・交通事故死者数 年間 5 人以下
・交通事故負傷者数 年間 1,300 人以下

令和7年中の実績
・交通事故死者数 　　9人
・交通事故負傷者数　981人

114
交通事故防止の
ための交通安全
対策の推進

保育
運営課

各保育施設の周辺
道路等に関する調
査・相談

- - なし

115
介護保険制度の
周知

介護
保険課

介護保険制度の周
知

ガイドブックの発
行部数

35,000部

介護保険制度の理解を深め、介護保険サービスを適切に利用で
きるよう、ガイドブック「介護保険・高齢者福祉ガイド」の作成・配
布を行った。
発行部数：35,000部

116
やすらぎ支援員
訪問事業

高齢者
福祉課

やすらぎ支援員訪
問事業

登録者数 80人 74人

117
ファミリー・サ
ポート・センター
（介護）事業

高齢者
福祉課

ファミリー・サポー
ト・センター（介護）
事業

利用会員数
協力会員数
利用件数

755人
180人

1,700件

利用会員数　626人
協力会員数　198人
利用件数　　 1,847件

118
一時介護料の助
成

障害
福祉課

心身障害者一時介
護料の助成

- -
助成件数：60件
助成金額：272,800円

119
施設等への短期
入所支援

障害
福祉課

施設等への短期入
所

実利用者数 176人／月
実支給日数：１，３３４日／月
実利用者数：２０９人／月

120 日中一時支援
障害

福祉課
障害者等日中一時
支援

実利用者数 872人
実利用者数：644人
延べ利用回数：54,861回

121
障害者（児）総合
相談支援事業

障害
福祉課

障害者（児）総合相
談支援事業

相談回数 34,250回

合計　相談件数　17,436回
・ふらっと船橋
相談件数　11,644回
・テレサ会
相談件数　2,559回
・ヴェルフ藤原
相談件数　1,817回
・アシスト
相談件数　1,416回

122
生活・介護支援
サポーター事業

高齢者
福祉課

生活・介護支援サ
ポーター事業

サポーター登録
人数
派遣利用者数
（高齢者宅）
派遣利用数（介
護施設数）

275人

670人

10施設

サポーター登録人数　　　　　254人
派遣利用者数（高齢者宅）　　466人
派遣利用数（介護施設数）　　10施設

123
生活支援コー
ディネーターの
配置

地域
福祉課

生活支援コーディ
ネーター配置事業

たすけあいの会
団体数

66団体 5０団体（令和8年４月１日時点）

124
地域福祉支援員
の配置

地域
福祉課

地域福祉支援員配
置事業

たすけあいの会
団体数

66団体 5０団体（令和8年４月１日時点）

125
地域包括支援セ
ンターの機能強
化

地域包括
ケア推進課

地域包括支援セン
ターの機能強化

地域包括支援セ
ンター設置数

14ヶ所
地域包括支援センター設置数　１４ヶ所
(サブセンター設置数　2ヶ所）

125
地域包括支援セ
ンターの機能強
化

地域包括
ケア推進課

地域包括支援セン
ター出張相談窓口

相談件数 60件 ７０件

子どもの安全な
通学経路等を確

保する

介護サービスの
充実を図ること
で、介護者の負
担を軽減する

育児支援
の充実

介護支援
の充実

地域での支え合
いにより、介護
者の負担を軽減

する

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1 Ｂ

交通事故死者数については令和６年実績
よりも増加したものの、交通事故負傷者
数は、第11次交通安全計画の年間目標を
達成することができたため、一定の効果
があったと評価した。

今後も関係機関・団体と連携しながら総
合的に対策を進め、交通事故を減少させ
るように努める。

継続

第１１次船橋市交通安全計画における目標
・交通事故死者数 年間 5 人以下
・交通事故負傷者数 年間 1,300 人以下

令和6年中の実績
・交通事故死者数 　　6人
・交通事故負傷者数　948人

1 - 相談等実績なく評価なし。
保育施設からの相談があれば現場を確認
のうえ施策実施の要否について庁内関係
課と協議する。

継続 なし

2 Ａ

冊子に挿入するイラストについて、固定
的性別役割分担意識や性による無意識
の思い込みが男女の社会参加に影響しな
いよう配慮した。

令和8年度も同様の配慮を行う予定。 継続

介護保険制度の理解を深め、介護保険サービスを適切に利用で
きるよう、ガイドブック「介護保険・高齢者福祉ガイド」の作成・配
布を行った。
発行部数：35,000部

2 Ｂ

登録者数は令和6年度より減少したもの
の派遣回数については、令和6年度より
増加していることから、ある程度効果が
あったと評価した。

認知症高齢者を自宅で介護する家族の負
担を軽減し、認知症になっても自宅や地
域で安心して暮らせるよう支援を継続す
る。今後も様々な媒体を利用して制度を
周知し、利用登録者数の増加を目指す。

継続 76人

2 Ｂ

利用件数は令和６年度より減少したもの
の利用会員数と協力会員数については
増加傾向であり、高齢者支援の一助に
なっていると判断できるため、ある程度
効果があったと評価した。

会員相互の助け合い活動を組織化しサー
ビスを提供していくことで、高齢者や高
齢者を援助している人の支援を継続して
いく。今後も様々な媒体を利用して制度
を周知し、協力会員数の増加に努める。

継続
利用会員数　605人
協力会員数　17６人
利用件数　　 2,051件

4 Ａ
介護者のレスパイトケア等を目的とした
一時預かりの実績が一定数あったこと
で、介護者の負担を軽減した。

今後も継続して事業を進めていく。 継続
助成件数：９３件
助成金額：４０９,３００円

4 Ａ

心身障害者を介護する家族が一時的に
介護ができない場合に、障害者支援施設
等に短期間入所してもらい、入浴等の必
要な介護を行うことで、介護者の負担を
軽減した。

今後も継続して事業を進めていく。 継続
実支給日数：1,086日／月
実利用者数：172人／月

4 Ｂ+

障害児・者の日中活動の場の確保と介護
する家族の就労支援や一時的な休息を
目的とした見守り等の支援を行うこと
で、介護者の負担を軽減した。

今後も継続して事業を進めていく。 継続
実利用者数：692人
延べ利用回数：58,655回

4 Ａ

障害者等からの相談に応じ、必要な情報
の提供や助言を行うことで障害福祉サー
ビスの利用支援に繋がり、介護者の負担
を軽減した。

今後も継続して事業を進めていく。 継続

合計　相談件数　２２,５２４回
・ふらっと船橋
相談件数　１６,０２４回
・テレサ会
相談件数　3,269回
・ヴェルフ藤原
相談件数　１,７４１回
・アシスト（R6.5～開設）
相談件数　１,４９０回

2 Ｂ

派遣回数と派遣利用者数は減少している
が、サポーター登録人数については令和
6年度より微増していることから、介護者
の負担軽減にある程度効果があったと評
価した。

今後も高齢者人口の増加に伴い生活・介護支
援の需要は増えていくと見込まれることか
ら、介護が必要な在宅の高齢者宅や介護施設
へ派遣するため、ボランティアをする意欲の
ある高齢者を対象とした生活・介護支援サ
ポーターを引き続き養成する。また、様々な
媒体を利用して制度を周知しサポーター数の
増員に努める。

継続
サポーター登録人数　　　　　250人
派遣利用者数（高齢者宅）　　481人
派遣利用数（介護施設数）　　10施設

4 Ｂ+

ボランティアの高齢化等の影響により、たす
けあいの会は減少傾向にあるが、生活支援
コーディネーターがたすけあい活動について
周知を図った。
生活支援コーディネーターがたすけあい活動
について検討する地域交流会を開催し、参加
した町会長等をはじめとする地域住民の皆
様と意見交換を行うことができた。これを
きっかけに、たすけあいの会を立ち上げるこ
とができたため。

市内の２４地区社会福祉協議会の中には、た
すけあいの会のない地区もある。市社会福祉
協議会、地区社会福祉協議会等と連携しなが
ら、地域のニーズの把握に努め、必要に応じ
てたすけあいの会の立ち上げを支援する。

継続 5１団体（令和７年３月３１日時点）

4 Ｂ+

ふなばし市民大学校や町会の集まり、生活支
援コーディネーターが主催した地域交流会に
て出前講座を実施し、ボランティアの確保に
努めた。
また、専門職や地域住民を交えたフィールド
ワークを実施し、地域課題や地域資源につい
て情報交換するとともに意識の共有化を図
ることができた。

今後も出前講座等を実施してボランティ
アの確保に努めるとともに、専門職や地
域住民と地域課題解決のための情報交換
や話し合い等を重ね、住みやすい地域づ
くりを推進していく。

継続 5１団体（令和７年３月３１日時点）

1 Ａ

令和7年5月に法典地域包括支援セン
ターのサブセンターを新たに設置した。サ
ブセンターを設置したことで市民の利便
性向上やセンターのアウトリーチ力のさ
らなる向上、地域づくりの推進を図るこ
とができた。

今後の高齢者人口の推計等を考慮し、地
域包括支援センターの整備方針を検討し
ていく。

継続
地域包括支援センター設置数　１４ヶ所
(サブセンター設置数　１ヶ所）

1 Ａ

船橋駅前総合窓口センターを利用し、平
日になかなか相談できない高齢者や家
族向けに「地域包括支援センター出張相
談窓口」を日曜の午前中に月２回開設し
た。

引き続き、同事業の周知を図り、相談しや
すい体制の整備に努める。

継続 59件
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方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

126
地域包括支援セ
ンターの周知

地域包括
ケア推進課

地域包括支援セン
ターの周知

- -

健康づくり課が行う介護予防把握事業において、対象者に船橋
市健康スケールの結果通知を送付する際、地域包括支援セン
ターの一覧を同封する他、介護保険・高齢者福祉ガイド、船橋市
ホームページ、地域包括支援センター周知用パンフレット等によ
り、地域包括支援センターの役割や機能について周知を図った。

127
高齢者の地域の
支え合いの体制
づくり

地域包括
ケア推進課

地域ケア会議開催
①個別ケア会議
②全体会議

①100回
②100回

①個別ケア会議：68回
②全体会議：98回

128
認知症サポー
ター養成講座の
開催

地域包括
ケア推進課

認知症サポーター
養成講座の開催

認知症サポー
ター養成数

9,000人
講座開催数：12９回
認知症サポーター養成数：9,411人

方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

129
生き方相談・女
性のための法律
相談

市民
協働課

女性の生き方相談 相談件数 384件
毎週金曜日、水曜日　相談件数　354件
（予約制、面接または電話）

129
生き方相談・女
性のための法律
相談

市民
協働課

男性の生き方相談 相談件数 163件
毎週月曜日　相談件数　92件
（電話）

129
生き方相談・女
性のための法律
相談

市民
協働課

女性のための法律
相談

相談件数 180件
毎月　第1木曜日、第3月曜日、第4水曜日
相談件数　126件
弁護士３人（予約制、面接）

130 女性相談
こども家庭
センター

女性相談 - -

相談員8人
相談件数　2,885件
（面接 639件、電話 2,246件）
その内新規　827件

131

男女共同参画の
意識の醸成のた
めの各種講座や
イベント等の開
催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%

70.3％（①～⑦の割合の平均）

①DVDミニ鑑賞会  計22回
　総定員330人　参加者総数272人　82.4%
②市民企画講座　計2講座
　総定員70人　参加者総数67人　95.7％
③女性のための「交流サロン」　計12回
　総定員120人　参加者総数52人　　43.3％
④女性のための「ゆるっとサロン」　計１２回
　総定員９６人　参加者総数96人　100.0%
⑤一時保育付き読書タイム　計19回
　総定員155人　参加者総数109人　70.3％
⑥映画上映会　1回
　定員300人　参加者総数114人　38.0％
⑦男女共同参画講演会　1回
　定員200人　参加者125人　62.5％
⑧男女共同参画フェスティバル　1回
　定員なし　参加者183人

132

男女共同参画の
意識の醸成のた
めの情報誌・
リーフレット等
の配布

市民
協働課

情報誌等の配布 回数 5回

5回
・情報誌「ｆえふ」　18,000部
・ハンドブック「DVのない社会を目指して」　1,300部
・人権ポケットブック「セクシュアル・マイノリティと人権」　6,000部
・デートＤＶ防止啓発チラシ　6,000部
・「アンコンシャス・バイアス解消啓発チラシ」　6,000部

133

市の刊行物にお
ける男女共同参
画の視点に配慮
した表現の周知

市民
協働課

市の刊行物への配
慮した表現の周知

回数 １回

1回
市職員が閲覧可能なファイルサーバーに「男女共同参画の視点
からの公的広報の手引」を格納し、男女共同参画の視点に配慮
した表現を常時確認できるようにした。また、各課からの問い合
わせに対して個別に対応を行った。

地域での支え合
いにより、介護
者の負担を軽減

する

介護支援
の充実

男女共同参画の
視点に立った相
談業務の充実を

図る

男女共同参画の
視点からの制

度・慣行の見直し
を行う

男女共同
参画推進
のための
啓発・相

談

男女共同参画推進のための意識改革、理解の促進方針7

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1 Ａ

地域包括支援センターの役割や機能につ
いての周知を図ることで、相談しやすい
体制整備につながり、ひいては介護者の
負担軽減につながったものと思われる。

引き続き、地域包括支援センターの周知
を図り、相談しやすい体制の整備に努め
る。

継続

健康づくり課が行う介護予防把握事業において、対象者に船橋
市健康スケールの結果通知を送付する際、地域包括支援セン
ターの一覧を同封する他、介護保険・高齢者福祉ガイド、船橋市
ホームページ、地域包括支援センター周知用パンフレット等によ
り、地域包括支援センターの役割や機能について周知を図った。

1 Ａ
個別ケア会議では、男女の別に関わら
ず、支援対象者の自立支援の観点から支
援を行った。

引き続き、高齢者個人の支援及び高齢者
を支えるための地域づくりを推進してい
くように努める。

継続
①個別ケア会議：74回
②全体会議：98回

1 Ａ

認知症を正しく理解して、認知症の人や
その家族を温かく見守る応援者である認
知症サポーターの養成を図ることで、認
知症の人にやさしい地域づくりにつなが
り、ひいては介護者の負担軽減につな
がったものと思われる。

引き続き、認知症サポーターを養成し認
知症の人にやさしい地域づくりに努め
る。

継続
講座開催数：136回
認知症サポーター養成数：9,249人

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1 Ｂ+
相談件数も増加傾向にあり、多くの相談
者の一助となったため。

令和５年度からは、第３水曜日から毎週
水曜日に増枠して対応したため相談件数
の増加につながった。今後も事業を継続
していく。

継続
毎週金曜日、水曜日　相談件数　352件
（予約制、面接または電話）

1 Ｂ+
相談件数はやや減少したが、多くの相談
者の一助となったと考えるため。

今後も相談者に寄り添った相談事業を継
続する。また、一人でも多くの相談者に周
知できるよう、今後も継続して周知活動
を行っていく。

継続
毎週月曜日　相談件数　144件
（電話）

1 Ｂ
相談件数はやや減少したが、多くの相談
者の一助となったと考えるため。

今後も相談者に寄り添った相談事業を継
続する。一人でも多くの相談者に周知で
きるように努める。

継続
毎月　第1木曜日、第3月曜日、第4水曜日
相談件数　132件
弁護士３人（予約制、面接）

1 Ａ

DVをはじめ、あらゆる問題を抱えた女性の
相談に対応するため、研修の参加や他機関と
の会議開催等を行い、相談者の意思を尊重し
た支援とは何かについて考え、相談者の意思
を尊重した支援を実施することができたこと
から、十分効果があったと考えている。

困難な問題を抱える女性への支援に関す
る法律によって、他機関からの情報提供
や相談が増えると予想されるため、支援
をたらい回しにせず、他機関と協働しな
がら相談者の意思を尊重した支援を継続
していく。

継続

相談員8人
相談件数　2,815件
（面接 531件、電話 2,284件）
その内新規　725件

1,2 Ｂ

全体として目標を達成することはできな
かったが、様々な講座やイベントを開催し
男女共同参画の意識の醸成ができたた
め。また、DVDミニ鑑賞会、交流サロン、
ゆるっとサロン、一時保育付き読書タイ
ム、男女共同参画フェスティバルについ
ては、船橋市男女共同参画センターで実
施しており、同センターの周知につな
がったと考えるため。

講座等を通じて男女共同参画の意識醸成
を図るために、今後も引き各種講座やイ
ベント等の開催に努める。

継続

62.7％（①～⑦の割合の平均）

①DVDミニ鑑賞会  計40回（総定員４４０人）
　参加者総数329人　74.8%
②市民企画講座　計3講座（総定員210人）
　参加者総数141人　67.1％
③女性のための「交流サロン」　計12回（総定員120人）
　参加者総数77人　　64.2％
④女性のための「ゆるっとサロン」　計１２回（総定員９６人）
　参加者総数77人　80.2%
⑤一時保育付き読書タイム　計24回（総定員120人）
　参加者総数76人　63.3％
⑥映画上映会　計2回（総定員840人）
　参加者総数357人　42.5％
⑦男女共同参画講演会　1回（定員200人）
　参加者93人　46.5％
⑧男女共同参画フェスティバル　1回（定員なし）
　参加者136人

1,2,
3,4

Ａ
目標を達成することができ、男女共同参
画の意識の醸成が進んだため。

今後も引き続き男女共同参画の意識の醸
成のために、掲載内容について検討を重
ね、一人でも多くの市民に手に取っても
らえるように努める。

継続

6回
・情報誌「ｆえふ」　18,000部
・ハンドブック「DVのない社会を目指して」　1,500部
・人権ポケットブック「セクシュアル・マイノリティと人権」　6,000部
・デートＤＶ防止啓発チラシ　6,000部
・パートナーシップ・ファミリーシップ制度周知用チラシ3,600部を船
橋商工会議所会報誌に折り込み
・「男女共同参画と防災チラシ」　3,000部

1,2,
3,4

Ａ 目標を達成することができたため。
今後も市職員に対して、男女共同参画の
視点に配慮した表現の周知に努める。

継続

1回
市職員が閲覧可能なファイルサーバーに「男女共同参画の視点
からの公的広報の手引」を格納し、男女共同参画の視点に配慮
した表現を常時確認できるようにした。また、各課からの問い合
わせに対して個別に対応を行った。

- 14 -



方　策 方策の方向性
事業
番号

事業 担当課 具体的な事業 指標名
目標年度

（令和７年度）
令和7年度実績

男女共同
参画推進
のための
啓発・相

談

リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライ
ツについて学習
機会を提供する

134

リプロダクティ
ブ・ヘルス／ライ
ツの理解のため
の講座等の開催

市民
協働課

講座等の開催
定員に対する参
加人数の割合

90.0%
45.0％
「自分らしさってなんだろう？性と個性を考える教室」
定員４0人　参加者1８人

135
人権教育・啓発
活動の促進

指導課
人権教育・啓発活
動の促進

実施校の割合 100%

１００％
全校に人権教育担当者をおき、人権教育の全体計画を作成し
た。
人権教室、人権の花運動、人権作文、それに関わる講演会等も実
施できた。
県から送付される「学校人権教育指導資料４5・46集」を配布
し、教職員にも啓発を図れた。

136

青少年のイン
ターネット安全
利用のための啓
発

青少年課
インターネットリー
フレットの配布

配布数 6,000枚 5,８０７枚

137

教職員を対象と
したキャリア教
育についての研
修

総合教育
センター

教職員対象キャリ
ア教育研修

アンケートによる
満足度調査

97.0%
９5.0％
３,173人中3,015人が「満足した」と評価した。

138

公民館での講座
の開催（男女共
同参画社会の実
現を目的とした
事業）

公民館

公民館での講座の
開催
（男女共同参画社
会の実現を目的と
した事業）

事業数
延参加者数

5事業
延400人

実績なし

139
図書館資料の提
供を通じた学習
機会の充実

西図書館
男女共同参画に関
する資料の展示

実施回数
4回（4館で年1回

ずつ実施）

3回（男女共同参画に関する図書展示を3図書館で実施）
【西図書館】
テーマ：「変わる働き方　変わる家族」
（男女共同参画関連図書）
期間：令和8年1月4日～1月31日
【中央図書館】
テーマ：「すべての人が働きやすい社会～男女共同参画～」
期間：令和8年3月1日～3月31日
【東図書館】
※大規模改修工事による休館中だったため、令和７年度は実施無し
【北図書館】
テーマ：企画展示「男女共同参画」
期間：令和8年1月１３日～1月31日

教育の場におけ
る男女共同参画
推進のための意
識の醸成を図る

男女共同
参画に関
する教
育・学習
の機会の

充実

【☆男女共同参画に配慮した項目☆】 【〇方策の観点からの自己評価〇】
1　男女の個人としての尊厳を重んじ,男女の差別を無くすことに配慮した Ａ 効果があった
2　固定的性別役割分担意識や性による無意識の思い込みが男女の社会参加に影響しないよう配慮した Ｂ+ ほぼ効果があった
3　男女が政策,方針又は事業の企画立案及び決定に共同して参画する機会の確保に配慮した Ｂ ある程度効果があった
4　家族を構成する男女が家庭生活との両立ができるように配慮した Ｃ あまり効果がなかった

資料2

☆項目
〇自己〇

評価
評価した理由 今後の課題・予定

今後の進
め方

令和６年度実績[前年度]

1 Ｂ
目標に達しなかったが、基礎知識の解説
やグループワークを通して実践的な学び
を提供できたため。

今後も、参加者のニーズに合わせて会場
や開催時間帯を工夫することによって、１
人でも多くの市民に学習機会を提供でき
るように努める。

継続
80.0%
自律神経を整えるヨガ講座～１日の疲れを取ろう～
定員25人　参加者20人

1,4 Ａ 目標を達成できたため。
引き続き、人権教育の充実を目指してい
く。

継続

１００％
全校に人権教育担当者をおき、人権教育の全体計画を作成し
た。
人権教室、人権の花運動、人権作文、それに関わる講演会等も実
施できた。
県から送付される「学校人権教育指導資料４４集」を配布し、教
職員にも啓発を図れた。

4 Ｂ

目標件数を下回ったものの、対象学年の
全児童に配布できているため、青少年の
インターネット安全利用のための啓発に
一定の効果があったと考えられる。

リーフレットについて、国や県の資料を参
考に最新の内容となるよう更新する必要
がある。

継続 5,903枚

1、２ Ｂ

目標を下回ったものの、前年度の研修の
アンケートを生かした研修に努めたこと
により、一定の効果があったと考えられ
る。

今後も、学校関係教職員のニーズを把握
し、今日的教育課題をテーマにした魅力
ある研修を企画・運営していく。

継続
９７．2％
３,348人中3,257人が「満足した」と評価した。

1,2,
4

Ｃ 実施できなかった。
実績のある館がなかったため、新しい講
座の実施に向けて引き続き検討していき
たい。

継続 実施できなかった。

1,2,
4

Ａ
図書館資料を通じて利用者に男女共同
参画の学習機会を提供することができ
た。

引き続き4図書館で年1回ずつ実施し、図
書館資料を通じて多くの利用者に男女共
同参画の学習機会を提供できるよう努め
る。

継続

4回（男女共同参画に関する図書展示を4図書館で実施）
【西図書館】
テーマ：「キミ色って何色？～消えない虹をキャンバスに～」
（ジェンダー関連図書）
期間：令和6年8月1日～8月31日
【中央図書館】
テーマ：「全ての人が働きやすい社会（男女共同参画）」
期間：令和7年3月1日～3月31日
【東図書館】
テーマ：「キミ色って何色？～消えない虹をキャンバスに～」
期間：令和6年10月1日～10月31日
【北図書館】
テーマ：自主事業展示「男女共同参画」
期間：令和7年1月14日～1月31日
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